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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　無線通信システムにおける端末の動作方法であって、
　第１セルを制御する第１基地局から測定構成メッセージを受信する段階と、
　前記第１基地局からの前記第１セルの第１基準信号を測定する段階と、
　前記測定構成メッセージに基づいて、第２基地局からの第２セルの第２基準信号を測定
する段階と、
　前記第１基準信号の測定結果と前記第２基準信号の測定結果とを含む測定報告を、前記
第１基地局に送信する段階と、を含み、
　前記測定構成メッセージは、前記第２基準信号が送信されるサブフレームを識別するた
めのパターン情報、前記第２セルの物理セル識別子及び前記第２基準信号に対するオフセ
ット情報を含み、
　前記第１基準信号は、全てのサブフレームから送信され、前記第２基準信号は、前記測
定構成メッセージに含まれた前記パターン情報に基づいて識別されるサブフレームから送
信される、無線通信システムにおける端末の動作方法。
【請求項２】
　前記第１基準信号は、セル基準信号（ｃｅｌｌ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ、
ＣＲＳ）であり、前記第２基準信号は、チャンネル状態表示基準信号（ｃｈａｎｎｅｌ　
ｓｔａｔｅ　ｉｎｄｉｃａｔｉｏｎ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ、ＣＳＩ－ＲＳ
）である、請求項１に記載の無線通信システムにおける端末の動作方法。
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【請求項３】
　無線通信システムからの第１基地局の動作方法において、
　端末に測定構成メッセージを送信する段階と、
　前記端末に前記第１基地局によって制御される第１セルの第１基準信号を送信する段階
と、
　前記端末から測定報告を受信する段階と、を含み、
　前記測定構成メッセージは、第２基地局から送信される、第２セルの第２基準信号に対
するパターン情報、前記第２セルの物理セル識別子及び前記第２基準信号に対するオフセ
ット情報を含み、
　前記パターン情報は、前記第２基準信号が送信されるサブフレームを指示し、
　前記測定報告は、前記第１基準信号の測定結果及び前記第２基準信号の測定結果を含み
、
　前記第１基準信号は、全てのサブフレームから送信され、前記第２基準信号は、前記測
定構成メッセージに含まれた前記パターン情報に基づいて識別されるサブフレームから送
信される、無線通信システムにおける第１基地局の動作方法。
【請求項４】
　前記第１基準信号は、セル基準信号（ｃｅｌｌ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ、
ＣＲＳ）であり、前記第２基準信号は、チャンネル状態表示基準信号（ｃｈａｎｎｅｌ　
ｓｔａｔｅ　ｉｎｄｉｃａｔｉｏｎ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ、ＣＳＩ－ＲＳ
）である、請求項３に記載の無線通信システムにおける第１基地局の動作方法。
【請求項５】
　無線通信システムでの端末であって、
　信号を送受信するように構成された送受信部と、
　第１セルを制御する第１基地局から測定構成メッセージを受信し、前記第１基地局から
の、前記第１セルの第１基準信号を測定し、前記測定構成メッセージに基づき、第２基地
局からの、第２セルの第２基準信号を測定し、前記第１基準信号の測定結果及び前記第２
基準信号の測定結果を含む測定報告を前記第１基地局に送信することを制御するように構
成された制御器と、を含み、
　前記測定構成メッセージは、前記第２基準信号が送信されるサブフレームを識別するた
めのパターン情報、前記第２セルの物理セル識別子及び前記第２基準信号に対するオフセ
ット情報を含み、
　前記第１基準信号は、全てのサブフレームから送信され、前記第２基準信号は、前記測
定構成メッセージに含まれた前記パターン情報に基づいて識別されるサブフレームから送
信される端末。
【請求項６】
　前記第１基準信号は、セル基準信号（ｃｅｌｌ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ、
ＣＲＳ）であり、前記第２基準信号は、チャンネル状態表示基準信号（ｃｈａｎｎｅｌ　
ｓｔａｔｅ　ｉｎｄｉｃａｔｉｏｎ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ、ＣＳＩ－ＲＳ
）である、請求項５に記載の端末。
【請求項７】
　無線通信システムでの第１基地局であって、
　信号を送受信するように構成された送受信部と、
　端末に測定構成メッセージを送信し、前記端末に前記第１基地局によって制御される第
１セルの第１基準信号を送信し、前記端末から測定報告を受信することを制御するように
構成された制御器と、を含み、
　前記測定構成メッセージは、第２基地局から送信される、第２セルの第２基準信号に対
するパターン情報、前記第２セルの物理セル識別子及び前記第２基準信号に対するオフセ
ット情報を含み、
　前記パターン情報は、前記第２基準信号が送信されるサブフレームを指示し、
　前記測定報告は、前記第１基準信号の測定結果、及び前記第２基準信号の測定結果を含
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み、
　前記第１基準信号は、全てのサブフレームから送信され、前記第２基準信号は、前記測
定構成メッセージに含まれたパターン情報に基づいて識別されるサブフレームから送信さ
れる、第１基地局。
【請求項８】
　前記第１基準信号は、セル基準信号（ｃｅｌｌ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ、
ＣＲＳ）であり、前記第２基準信号は、チャンネル状態表示基準信号（ｃｈａｎｎｅｌ　
ｓｔａｔｅ　ｉｎｄｉｃａｔｉｏｎ　ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｓｉｇｎａｌ、ＣＳＩ－ＲＳ
）である、請求項７に記載の第１基地局。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、キャリア集積のための移動通信システムにおけるパワーヘッドルーム報告の
ための方法及び装置に関し、より詳細には、複数のキャリア別の最大伝送電力を決定し、
基地局に報告する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般的に、移動通信システムは、ユーザの移動性を確保しながら通信を提供するための
目的で開発された。このような移動通信システムは、技術の飛躍的な発展に伴い、音声通
信はもちろん、高速のデータ通信サービスを提供することができる段階に至った。
【０００３】
　近年、次世代移動通信システムのうちの１つとして３ＧＰＰ（３ｒｄ　Ｇｅｎｅｒａｔ
ｉｏｎ　Ｐａｒｔｎｅｒｓｈｉｐ　Ｐｒｏｊｅｃｔ）でＬＴＥ（ＬｏｎｇＴｅｒｍＥｖｏ
ｌｕｔｉｏｎ）システムに対する規格作業が進行中にある。ＬＴＥシステムは、現在提供
されているデータ伝送率より高い最大１００Ｍｂｐｓ程度の伝送速度を有する高速パケッ
ト基盤通信を具現する技術であり、現在規格化がほぼ完了した。
【０００４】
　ＬＴＥシステムは、Ｒｅｌｅａｓｅ　８（Ｒｅｌ－８）バージョンから標準規格が完成
され、その後、ＬＴＥシステムでは、急増するトラフィック需要を満たすために、新しい
ｒｅｌｅａｓｅごとに多様な技術が導入され、そのうちＲｅｌｅａｓｅ　１０（Ｒｅｌ－
１０）バージョンに導入された技術が搬送波またはキャリア集積技術である。
【０００５】
　搬送波集積技術というのは、従来の通信で端末（Ｕｓｅｒ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔｓ、Ｕ
Ｅ、以下、端末という）と基地局（ｅＮＢ、以下、基地局という）との間で１つの搬送波
だけを使用したものを、主搬送波と１つあるいは複数の副次搬送波を使用して副次搬送波
の個数分だけ伝送量を画期的に増やすことができる。すなわち、キャリア集積は、１つの
基地局によって伝送され受信される１つの下向きリンクキャリアと１つの上向きリンクキ
ャリアが１つのセルを構成すると仮定すれば、端末が同時に複数のセルを通じて信号を送
受信するものと理解されることができる。この場合、最大伝送速度は、集積されるキャリ
アの数あるいはセルの数に比例して増加する。
【０００６】
　ＬＴＥシステムでは、それぞれの搬送波をコンポーネント搬送波（Ｃｏｍｐｏｎｅｎｔ
　Ｃａｒｒｉｅｒ、以下、ＣＣという）と言い、主搬送波をＰＣｅｌｌ（Ｐｒｉｍａｒｙ
　Ｃｅｌｌ）と言い、副次搬送波をＳＣｅｌｌ（ｓ）（Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　Ｃｅｌｌ（
ｓ））と言う。
【０００７】
　一方、周波数資源は、限定されており、国別にそれぞれ異なる周波数資源及び帯域の活
用が可能であり、状況によって搬送波集積技術を一周波数バンド内にある搬送波のみに対
して使用することができない場合が発生する。これにより、ＬＴＥ　Ｒｅｌ－１１バージ
ョンからは前記問題を解決するために、互いに周波数帯域が遠く離れている異なる周波数
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バンド内にある搬送波をまとめて搬送波集積をする場合について規格的に支援をする。
【０００８】
　以下、端末（Ｕｓｅｒ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ、ＵＥ）が任意の下向きリンクキャリアを
通じて信号を受信するか、または任意の上向きリンクキャリアを通じて信号を伝送するこ
とは、当該キャリアを特徴付ける中心周波数と周波数帯域幅に対応するセルで提供する制
御チャネルとデータチャネルを利用して信号またはデータを送受信する意味を含む。
【０００９】
　その他、後述する本発明の実施例による具体的な説明のために使用される用語は、ＬＴ
Ｅシステムで一般的に使用されるそのままの意味を有し、これに関する詳しい内容は、２
０１１年１２月バージョンのＴＳ　３６．３３１とＴＳ　３６．３２１などの記載を参照
した。
【００１０】
　一方、上向きリンクスケジューリングのために、端末は、基地局に様々なスケジューリ
ング情報、例えばバッファー状態報告、パワーヘッドルーム情報（Ｐｏｗｅｒ　Ｈｅａｄ
ｒｏｏｍ、ＰＨ）などを報告する。基地局は、端末のバッファー状態とパワーヘッドルー
ム状態を参照して、端末に適切な量の上向きリンク伝送資源を割り当てる。
【００１１】
　前述したように、キャリア集積が導入されると、端末が１つ以上のサービングセルで上
向きリンク伝送を行うことができる。複数のセルで同時に上向きリンク伝送を行うことは
、単一セルで上向きリンク伝送を行うことと異なる属性を有し、単一セルでのパワーヘッ
ドルーム情報報告（Ｐｏｗｅｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍ　Ｒｅｐｏｒｔ、ＰＨＲ）をそのまま
利用することができない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】国際公開第２０１２／０２１１３８号
【特許文献２】米国際公開第２０１１／１０５８５６号（特表２０１３－５２０９１７号
公報）
【特許文献３】特開２０１１－７８０１９号公報
【非特許文献】
【００１３】
【非特許文献１】Media Tek，Reporting Pcmax，3GPP TSG-RAN WG2 Meeting #74 R2-1130
81，3GPP，２０１１年　５月　９日
【非特許文献２】Nokia Siemens Networks et al.，General considerations on new car
rier types，3GPP TSG RAN WG1 #68 R1-120711，3GPP，２０１２年　２月　６日
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
　本発明は、端末が１つ以上のサービングセルで上向きリンク伝送を行う際、基地局が端
末のパワーヘッドルームを正確に認知することができるようにすると同時に、ＰＨＲの伝
送頻度を最小化する方法及び装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　前記目的を達成するために、本発明の実施例は、複数のキャリアが集積された移動通信
システムにおける端末がパワーヘッドルーム（Ｐｏｗｅｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍ）を報告す
る方法であって、基地局から前記複数のキャリアの集積及び前記パワーヘッドルームの報
告に関する設定情報を受信する段階と；前記基地局への上向きリンク伝送のための資源を
割り当てられた場合に、前記複数のキャリア別の最大伝送電力及び前記端末の最大伝送電
力を決定する段階と；前記キャリア別の最大伝送電力に基づいて算出されたキャリア別の
パワーヘッドルーム及び前記端末の最大伝送電力を含むパワーヘッドルーム報告を前記基



(5) JP 6445094 B2 2018.12.26

10

20

30

40

50

地局に伝送する段階と；を含む。
【００１６】
　本発明の他の実施例は、複数のキャリアが集積された移動通信システムにおける端末か
らパワーヘッドルーム（Ｐｏｗｅｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍ）の報告を受信する方法であって
、前記端末に前記複数のキャリアの集積及び前記パワーヘッドルームの報告に関する設定
情報を伝送する段階と；前記端末に上向きリンク伝送のための資源の割り当て情報を伝送
する段階と；前記端末から前記複数のキャリア別の最大伝送電力に基づいて算出されたキ
ャリア別のパワーヘッドルーム及び前記端末の最大伝送電力を含むパワーヘッドルーム報
告を受信する段階と；前記パワーヘッドルーム報告に基づいて前記端末に対して逆方向ス
ケジューリングを行う段階と；を含む。
【００１７】
　本発明のさらに他の実施例は、複数のキャリアが集積された移動通信システムにおける
端末のパワーヘッドルーム（Ｐｏｗｅｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍ）報告装置であって、前記複
数のキャリアを通じて基地局と信号を送受信する送受信部と；前記基地局から前記複数の
キャリアの集積及び前記パワーヘッドルームの報告に関する設定情報を受信し、前記基地
局への上向きリンク伝送のための資源を割り当てられた場合に、前記複数のキャリア別の
最大伝送電力及び前記端末の最大伝送電力を決定し、前記キャリア別の最大伝送電力に基
づいて算出されたキャリア別のパワーヘッドルーム及び前記端末の最大伝送電力を含むパ
ワーヘッドルーム報告を前記基地局に伝送するように制御する制御部と；を含む。
【００１８】
　本発明のさらに他の実施例は、複数のキャリアが集積された移動通信システムにおける
端末からパワーヘッドルーム（Ｐｏｗｅｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍ）の報告を受信する装置で
あって、前記複数のキャリアを通じて前記端末と信号を送受信する送受信部と；前記端末
に前記複数のキャリアの集積及び前記パワーヘッドルームの報告に関する設定情報を伝送
し、前記端末に上向きリンク伝送のための資源の割り当て情報を伝送し、前記端末から前
記複数のキャリア別の最大伝送電力に基づいて算出されたキャリア別のパワーヘッドルー
ム及び前記端末の最大伝送電力を含むパワーヘッドルーム報告を受信した場合に、前記パ
ワーヘッドルーム報告に基づいて前記端末に対して逆方向スケジューリングを行う制御部
と；を含む。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明による複数のキャリアを利用したデータ送受信装置及び方法によれば、様々なサ
ービングセルで上向きリンク伝送が同時に行われる場合に対しても、基地局が端末のパワ
ーヘッドルームを考慮してスケジューリングを行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】本発明が適用されるＬＴＥシステムの構造を示す図である。
【図２】本発明が適用されるＬＴＥシステムで無線プロトコル構造を示す図である。
【図３】キャリア集積を説明するための図である。
【図４】ＰＨ報告を説明するための図である。
【図５】拡張されたＰＨＲのフォーマットを示す図である。
【図６】ＰＨを報告する端末動作を示す図である。
【図７】ＰＷＳメッセージ送受信過程を示す図である。
【図８】ＰＷＳを受信する端末の動作を示す図である。
【図９】ＰＷＳを受信するさらに他の端末動作を示す図である。
【図１０】ＰＷＳメッセージを受信するさらに他の端末動作を示す図である。
【図１１】非同期ニュータイプセルのフレームタイミングの一例を示す図である。
【図１２】ニュータイプセルのＳＦＮを獲得する動作を示す図である。
【図１３】ニュータイプセルにハンドオーバーされる端末がＳＦＮを獲得する動作を示す
図である。
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【図１４】ニュータイプセルを測定する動作を示す図である。
【図１５】ニュータイプセルのＣＲＳパターンを判断する端末の動作を示す図である。
【図１６】ニュータイプセルの測定周期を判断する端末の動作を示す図である。
【図１７】ニュータイプセルを活性化するかまたは不活性化する端末の動作を示す図であ
る。
【図１８】端末装置を示す図である。
【図１９】基地局装置を示す図である。
【図２０】互いに周波数帯域が遠く離れている異なる周波数バンド内にある搬送波をまと
めて搬送波集積をする場合の端末構造を示す図である。
【図２１】互いに周波数帯域が遠く離れている異なる周波数バンド内にある搬送波をまと
めて搬送波集積をする場合の端末構造を示す図である。
【図２２】互いに周波数帯域が遠く離れている異なる周波数バンド内にある搬送波をまと
めて搬送波集積をする場合の端末構造を示す図である。
【図２３】複数のパワーアンプの最大伝送電力が互いに異なる場合に対する実施例１で端
末と基地局がメッセージを取り交わす過程を示す図である。
【図２４】複数のパワーアンプの最大伝送電力が互いに異なる場合に対する実施例１で端
末の動作手続を示す図である。
【図２５】複数のパワーアンプの最大伝送電力が互いに異なる場合に対する実施例２で端
末と基地局がメッセージを取り交わす過程を示す図である。
【図２６】複数のパワーアンプの最大伝送電力が互いに異なる場合に対する実施例２で端
末の動作手続を示す図である。
【図２７】複数のパワーアンプの最大伝送電力が互いに異なる場合に対する実施例３で端
末と基地局がメッセージを取り交わす過程を示す図である。
【図２８】複数のパワーアンプの最大伝送電力が互いに異なる場合に対する実施例３で端
末の動作手続を示す図である。
【図２９】本発明の実施例による端末の構成を示す図である。
【図３０】本発明の実施例による基地局の構成を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００２１】
　以下、本発明による詳細な説明では、前述した技術的課題を達成するための代表的な実
施例を提示する。また、本発明に対する説明の便宜のために定義している個体の名称を同
一に使用することができる。しかし、説明の便宜のために使用された名称が、本発明によ
る権利を限定するものではなく、類似の技術的背景を有するシステムに対して同一または
容易な変更によって適用が可能であることは勿論である。
【００２２】
　以下、添付の図面を参照して本発明の実施例を説明する。
【００２３】
（第１実施例）
　図１は、本発明を適用するＬＴＥシステムの構造を示す図である。
【００２４】
　図１を参照すれば、ＬＴＥシステムの無線アクセスネットワークは、次世代基地局（Ｅ
ｖｏｌｖｅｄ　Ｎｏｄｅ　Ｂ、以下、‘ＥＮＢ、Ｎｏｄｅ　Ｂ’または‘基地局’という
）１０５、１１０、１１５、１２０と、移動管理エンティティ（ＭＭＥ：Ｍｏｂｉｌｉｔ
ｙ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｅｎｔｉｔｙ）１２５と、サービングゲートウェイ（Ｓ－Ｇ
Ｗ：Ｓｅｒｖｉｎｇ－Ｇａｔｅｗａｙ）１３０とで構成される。ＥＮＢ　１０５、１１０
、１１５、１２０とＳ－ＧＷ　１３０は、ユーザ端末（Ｕｓｅｒ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎｔ、
以下、‘ＵＥ’または‘端末’という）１３５を外部ネットワークで連結する。
【００２５】
　ＥＮＢ　１０５、１１０、１１５、１２０は、無線チャネルによってＵＥ　１３５と連
結される。ＥＮＢ　１０５、１１０、１１５、１２０は、ＵＭＴＳシステムを構成するノ
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ードＢに対応するが、ノードＢよりは複雑な役目を行う。
【００２６】
　例えば、ＬＴＥシステムは、インターネットプロトコル（ＩＰ；Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　Ｐ
ｒｏｔｏｃｏｌ）を介したＶｏＩＰ（Ｖｏｉｃｅ　ｏｖｅｒ　ＩＰ）などのようなリアル
タイムサービスを含めた大部分のユーザトラフィックを共用チャネル（ｓｈａｒｅｄ　ｃ
ｈａｎｎｅｌ）を通じてサービスする。
【００２７】
　したがって、ＵＥのバッファー状態、可用伝送電力状態、チャネル状態などのような状
態情報を集めてスケジューリングするための装置が必要であるが、これをＥＮＢ　１０５
、１１０、１１５、１２０が担当する。特に、ＬＴＥシステムは、１００Ｍｂｐｓの伝送
速度を具現するために、２０ＭＨｚ帯域幅で直交周波数分割多重方式（Ｏｒｔｈｏｇｏｎ
ａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ、以下、‘Ｏ
ＦＤＭ’という）を無線接続技術として使用する。
【００２８】
　ＵＥ　１３５は、適応変調コーディング（Ａｄａｐｔｉｖｅ　Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　
＆　Ｃｏｄｉｎｇ、以下、‘ＡＭＣ’という）方式を適用する。ＡＭＣ方式は、チャネル
状態に適した最適の変調方式（ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　ｓｃｈｅｍｅ）とチャネル符号化
率（ｃｈａｎｎｅｌ　ｃｏｄｉｎｇ　ｒａｔｅ）を決定する技術である。
【００２９】
　Ｓ－ＧＷ　１３０は、ＭＭＥ　１２５の制御によって外部ネットワーク及びＥＮＢ　１
０５、１１０、１１５、１２０とのデータベアラーを生成するかまたは除去する。ＭＭＥ
　１２５は、多数のＭＭＥ　１２５と連結され、ＵＥ　１３５に対する移動性管理以外に
各種制御機能を担当する。
【００３０】
　図２は、本発明を適用するＬＴＥシステムにおける無線プロトコル構造を示す図である
。
【００３１】
　図２を参照すれば、ＬＴＥシステムを構成するＵＥとＥＮＢそれぞれの無線プロトコル
は、パケットデータ変換プロトコル階層（Ｐａｃｋｅｔ　Ｄａｔａ　Ｃｏｎｖｅｒｇｅｎ
ｃｅ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ　Ｌａｙｅｒ、以下、‘ＰＤＣＰ階層’という）２０５、２４０
、無線リンク制御階層（Ｒａｄｉｏ　Ｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｌａｙｅｒ、以下、‘
ＲＬＣ階層’という）２１０、２３５、ＭＡＣ階層（Ｍｅｄｉｕｍ　Ａｃｃｅｓｓ　Ｃｏ
ｎｔｒｏｌ　Ｌａｙｅｒ）２１５、２３０及び物理階層（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｌａｙｅｒ
、以下、‘ＰＨＹ階層’という）２２０、２２５を備える。
【００３２】
　ＰＤＣＰ階層２０５、２４０は、ＩＰヘッダー圧縮／復元などの動作を担当する。ＲＬ
Ｃ階層２１０、２３５は、ＰＤＣＰ　ＰＤＵ（Ｐａｃｋｅｔ　Ｄａｔａ　Ｕｎｉｔ）を適
切なサイズに再構成し、ＡＲＱ動作などを行う。
【００３３】
　ＭＡＣ階層２１５、２３０は、１つのＵＥを構成する複数のＲＬＣ階層２１０、２３５
及び物理階層２２０、２２５との連結を形成する。ＭＡＣ階層２１５、２３０は、ＲＬＣ
階層２１０、２３５から提供されるＲＬＣ　ＰＤＵを多重化し、ＭＡＣ　ＰＤＵを構成し
、構成したＭＡＣ　ＰＤＵを物理階層２２０、２２５に伝達する。ＭＡＣ階層２１５、２
３０は、物理階層２２０、２２５から提供されるＭＡＣ　ＰＤＵを逆多重化し、ＲＬＣ　
ＰＤＵを抽出し、前記抽出したＲＬＣ　ＰＤＵを複数のＲＬＣ階層２１０、２３５に伝達
する。
【００３４】
　ＰＨＹ階層２２０、２２５は、上位階層データをチャネルコーディング及び変調し、Ｏ
ＦＤＭシンボルを生成し、生成したＯＦＤＭシンボルを無線チャネルで伝送する。また、
ＰＨＹ階層２２０、２２５は、無線チャネルを通じて受信したＯＦＤＭシンボルに対する
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【００３５】
　図３は、本発明の実施例による移動通信システムおけるキャリア集積技術を基盤でユー
ザ端末が信号を伝送する例を示す図である。
【００３６】
　図３を参照すれば、１つの基地局３０５は、複数の周波数帯域にわたって多重キャリア
を利用して信号をＵＥ　３３０に伝送し、多重キャリアを利用してＵＥ　３３０から信号
を受信する。
【００３７】
　例えば、下向きリンク中心周波数がｆ１　３１５とｆ３　３１０で構成された多重キャ
リアを利用する基地局３０５は、多重キャリアのうち１つのキャリアを利用して１つのＵ
Ｅ　３３０と信号を送受信することが一般的である。しかし、キャリア集積能力を有する
ＵＥ　３３０は多重キャリアを利用して信号を送受信することが可能である。
【００３８】
　したがって、基地局３０５は、キャリア集積能力を有するＵＥ　３３０に対しては、状
況によってさらに多いキャリアあるいはサービングセルを割り当てることによって、ＵＥ
　３３０の伝送速度を高めることができる。
【００３９】
　以下、順方向と下向きリンク、逆方向と上向きリンクを混用して使用する。
【００４０】
　ＬＴＥシステムでは、端末が使用することができる伝送電力量をＰＨ（Ｐｏｗｅｒ　Ｈ
ｅａｄｒｏｏｍ）と言い、ＰＨは、最大伝送電力と現在使用中の端末伝送電力の差として
定義される。また、ＰＨは、サービングセル別に定義されるものと、端末に対して定義さ
れるものとに区分される。サービングセル別のＰＨは、当該セルに対する最大伝送電力Ｐ

ＣＭＡＸ、ｃと当該セルで使用中の伝送電力の差であり、端末のＰＨは、端末の最大伝送
電力ＰＣＭＡＸと端末が当該時点に使用中の伝送電力の差である。
【００４１】
　スケジューリングは、セル別に進行されるので、一般的に上向きリンクスケジューリン
グは、サービングセル別にＰＨの影響を受け、現在規格で、端末は、サービングセル別に
ＰＨだけを報告する。しかし、場合によって、端末のＰＨが上向きリンクスケジューリン
グに重要な要素として作用することもできる。
【００４２】
　前述したように、サービングセル別のＰＨは、サービングセル別の最大伝送電力ＰＣＭ

ＡＸ、ｃと当該サービングセルの現在伝送電力の差であり、次の数式１～数式３のように
定義される。
【００４３】
【数１】

【００４４】
【数２】

【００４５】
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【００４６】
　数式１で、ＰＥＭＡＸ、ｃは、基地局が提供する最大伝送電力値であって、システム情
報であるＳＩＢ１を通じて端末に伝達される。一方、ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓは、各端末
で提供可能な最大伝送電力であり、端末別に定義される。ＰＣＭＡＸ＿Ｌ、ｃは、数式２
のようにさまざまな要素の影響を受ける。
【００４７】
　数式２で、ＴＣ、ｃ、ＭＰＲｃ、Ａ－ＭＰＲｃ、ＴＩＢ、ｃは、隣接チャネルに対する
意図しない放射や干渉を所定の要求条件に合わせるために、端末がサービングセルで最大
伝送電力を調整することができる限界値を定義するパラメータであり、３ＧＰＰ標準３６
．１０１にさらに詳しく説明されている。簡単に説明すれば、ＭＰＲｃは、端末が割り当
てられた上向きリンク伝送資源の量（すなわち帯域幅）と変調方式によって定められる値
である。Ａ－ＭＰＲｃは、上向きリンク伝送が行われる周波数帯域、地域的特性、上向き
リンク伝送の帯域幅などによって定められる値である。Ａ－ＭＰＲｃは、地域的特性と周
波数帯域的特性によって、周辺にスプリアス放射に特別に敏感な周波数帯域がある場合に
備えて使用される。ＴＣ、ｃは、上向きリンク伝送が周波数帯域の端部で行われる場合、
追加的な伝送電力調整を許容するためのものである。ＴＩＢ、ｃは、上向きリンク伝送が
複数のサービングセルで同時に進行され、サービングセルの周波数バンドが互いに異なる
場合、追加的な伝送電力調整を許容するためのものである。
【００４８】
　Ｐ－ＭＰＲｃは、ＳＡＲ（Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　Ａｂｓｏｒｐｔｉｏｎ　Ｒａｔｅ：電磁
波が人体に及ぶ影響を所定の基準以下に制御すること）要求条件を満足させるために適用
される伝送出力縮小値であり、機器と人体間の距離などを考慮して決定される値である。
例えば、機器と人体間の距離が近ければ、機器の全体伝送出力値が低くならなければなら
ないし、このために、Ｐ－ＭＰＲｃは、高い値が適用される。反対に、機器と人体間の距
離が遠ければ、機器の全体伝送出力値が高くなってもよいので、Ｐ－ＭＰＲｃに低い値が
適用される。
【００４９】
　端末は、数式２と数式３を使用してＰＣＭＡＸ、ｃの最大値と最小値を算出した後、前
記２つの値の間で当該時点の各種要求条件を満足させるＰＣＭＡＸ、ｃを選択する。
【００５０】
　また、端末の最大伝送出力ＰＣＭＡＸは、次の数式４～数式６のように決定される。
【００５１】

【数４】

【００５２】

【数５】

【００５３】
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【数６】

【００５４】
　ここで、ｍｐｒｃ、ａ－ｍｐｒｃ、ｐｍｐｒｃは、ＭＰＲｃ、Ａ－ＭＰＲｃ、Ｐ－ＭＰ
Ｒｃの線形値（ｌｉｎｅａｒ　ｖａｌｕｅ）である。
【００５５】
　数式４から分かるように、ＰＣＭＡＸは、端末が自律的に選択する値であって、基地局
が把握することができない。基地局は、基本的にＰＣＭＡＸ，ｃを基準としてセル別の上
向きリンクスケジューリングを行う。セル別の上向きリンクスケジューリングの結果とし
て端末の全体伝送出力の和がＰＣＭＡＸを超過する場合が発生すれば、上向きリンク伝送
性能が低下する。これを防止するために、端末が基地局に追加的な情報を提供する必要が
ある。
【００５６】
　ＰＣＭＡＸ、ｃとＰＣＭＡＸの関係は、下記のように３つの場合に分類されることがで
きる。
ＣＡＳＥ１：ＰＣＭＡＸ＝ＭＩＮ｛ΣｌｏｇｓｃａｌｅＰＣＭＡＸ、ｃ、ＰＰｏｗｅｒＣ

ｌａｓｓ｝
－ＰＣＭＡＸがＰＣＭＡＸ、ｃを合算した値（あるいは端末の物理的最大伝送出力である
ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓ）と同一の場合である。
ＣＡＳＥ２：ＰＣＭＡＸ＞ＭＩＮ｛ΣｌｏｇｓｃａｌｅＰＣＭＡＸ、ｃ、ＰＰｏｗｅｒＣ

ｌａｓｓ｝
－ＰＣＭＡＸがＰＣＭＡＸ、ｃを合算した値より大きい場合である。
ＣＡＳＥ３：ＰＣＭＡＸ＜ＭＩＮ｛ΣｌｏｇｓｃａｌｅＰＣＭＡＸ、ｃ、ＰＰｏｗｅｒＣ

ｌａｓｓ｝
－ＰＣＭＡＸがＰＣＭＡＸ、ｃを合算した値より小さい場合である。
【００５７】
　ＣＡＳＥ１の場合、基地局は、ＰＣＭＡＸをＰＣＭＡＸ、ｃの和から逆算することがで
きる。ＣＡＳＥ２の場合、ＰＣＭＡＸがスケジューリングに影響を及ぼさない。あるいは
、前述した問題点、すなわちセル別の上向きリンク伝送出力の和がＰＣＭＡＸを超過する
状況が発生しない。ＣＡＳＥ３の場合にのみ、セル別の上向きリンク伝送出力の和がＰＣ

ＭＡＸを超過する状況が発生することがあり、この場合にのみ基地局が端末のＰＣＭＡＸ

を認知する必要がある。
【００５８】
　したがって、本発明では、ＣＡＳＥ３、すなわちセル別の上向きリンク伝送出力の和が
端末の最大伝送電力より大きい場合にのみ、端末が基地局にＰＣＭＡＸを報告するように
することができる。
【００５９】
　一方、ＰＣＭＡＸ、ｃとＰＣＭＡＸの関係を下記のように４つの場合に分類することも
可能である。
ＣＡＳＥ０：ＰＣＭＡＸ＝ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓ

　－ＰＣＭＡＸがＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓと同一の場合。
　－基地局がＰＣＭＡＸ、ｃだけを考慮してスケジューリングをしても問題が発生しない
。
ＣＡＳＥ１’：ＰＣＭＡＸ＝ΣｌｏｇｓｃａｌｅＰＣＭＡＸ、ｃ＆ＰＣＭＡＸ＆ＰＣＭＡ

Ｘ＜ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓ

　－ＰＣＭＡＸがＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓより低くて、ＰＣＭＡＸ、ｃを合算した値と同
一の場合。
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　－基地局がＰＣＭＡＸ、ｃだけを考慮してスケジューリングをしても問題が発生しない
。
ＣＡＳＥ２’：ＰＣＭＡＸ＞ΣｌｏｇｓｃａｌｅＰＣＭＡＸ、ｃ＆ＰＣＭＡＸ＜ＰＰｏｗ

ｅｒＣｌａｓｓ

　－ＰＣＭＡＸがＰＣＭＡＸ、ｃを合算した値よりは高くて、ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓよ
りは低い場合。
　－基地局がＰＣＭＡＸ、ｃだけを考慮してスケジューリングをしても問題が発生しない
。
ＣＡＳＥ３’：ＰＣＭＡＸ＜ΣｌｏｇｓｃａｌｅＰＣＭＡＸ、ｃ＆ＰＣＭＡＸ＜ＰＰｏｗ

ｅｒＣｌａｓｓ

　－ＰＣＭＡＸがＰＣＭＡＸ、ｃを合算した値より低くて、ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓより
は低い場合
　－基地局がＰＣＭＡＸ、ｃだけを考慮してスケジューリングをすれば、要求伝送出力の
全体和がＰＣＭＡＸを超過する危険がある。
【００６０】
　この際、端末は、以上の四つの場合のうちＣＡＳＥ３’が発生した場合にのみ基地局に
ＰＣＭＡＸを報告することができる。
【００６１】
　図４は、以上で説明した実施例による端末及び基地局の全体動作を示す図である。
【００６２】
　図４を参照すれば、端末４０５と基地局４１０を含む移動通信システムで、４１５段階
で、基地局は、端末の性能、網の状況などを考慮して端末にキャリア集積とＰＨＲ報告な
どを設定する。端末に多数の逆方向キャリアが設定されたら、言い替えれば、逆方向リソ
ースを具備した多数のサービングセルが設定されたら、基地局は、拡張ＰＨＲ（Ｅｘｔｅ
ｎｄｅｄ　ＰＨＲ）機能あるいは拡張ＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥ（Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｅｌｅｍ
ｅｎｔ）を使用するように端末を設定することができる。
拡張ＰＨＲを設定するために、基地局は、端末に下記のようなＰＨＲ関連情報（ｐｈｒ－
Ｃｏｎｆｉｇ）を提供することができる。
【００６３】
－ｐｅｒｉｏｄｉｃＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒ：周期的なＰＨＲ報告のためのタイマー値。この
タイマーが満了すれば、ＰＨＲがトリガーされる。
－ｐｒｏｈｉｂｉｔＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒ：過度に頻繁なＰＨＲ報告を防止するためのタイ
マー値。このタイマーが駆動中には、新しいＰＨＲがトリガーされない。
－ｄｌ－ＰａｔｈｌｏｓｓＣｈａｎｇｅ：経路損失を提供する順方向の経路損失の変化が
この値以上になれば、新しいＰＨＲがトリガーされる。あるいは、Ｐ－ＭＰＲの変化がこ
の値以上になれば、新しいＰＨＲがトリガーされる。
－ｅｘｔｅｎｄｅｄＰＨＲ：拡張ＰＨＲ使用可否を指示する。
上記のような制御メッセージを受信した端末は、基地局の指示にしたがって順方向及び逆
方向を設定し、所定の後続動作を行う。
【００６４】
　その後、４２０段階で、任意の時点に端末が新しい逆方向伝送のための伝送資源を割り
当てられれば、端末は、４２５段階で、ＰＨＲ報告条件が満足されたか否かを検査する。
ＰＨＲ報告条件は、例えば、下記のような場合のうち少なくとも１つを満足する場合に充
足される。
【００６５】
－ｐｅｒｉｏｄｉｃＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒ満了。
－ｐｒｏｈｉｂｉｔＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒが駆動中ではなく、現在活性化状態であり、逆方
向が設定されたサービングセルのうち経路損失を提供するサービングセルの順方向経路損
失が、前回ＰＨＲ報告時に比べてｄｌ－ＰａｔｈｌｏｓｓＣｈａｎｇｅ以上変更された。
－ｐｒｏｈｉｂｉｔＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒが駆動中ではなく、ＰＣＭＡＸ報告条件が充足さ
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れる。ＰＣＭＡＸ報告条件に対しては後述する。
【００６６】
　上記のようなＰＨＲ報告条件が充足されれば、端末は、４３０段階で、ＰＨＲ　ＭＡＣ
　ＣＥを生成する。ＰＨＲ設定時に拡張されたＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥを使用することを指
示されたら、端末は、現在活性化状態であり、逆方向が設定されたサービングセルのＰＣ

ＭＡＸ、ｃと要求伝送出力を考慮して次の数式７のようにサービングセル別のＰＨを計算
する。
【００６７】
【数７】

【００６８】
　数式７のように、Ｓｅｒｖｉｎｇ　ｃｅｌｌ　ｃでｉ番目サブフレーム（ｓｕｂｆｒａ
ｍｅ）のＰＨ（ｉ）は、最大逆方向伝送電力ＰＣＭＡＸ、ｃ（ｉ）、資源ブロックの数Ｍ

ＰＵＳＣＨ、ｃ（ｉ）、ＭＣＳ（Ｍｏｄｕｌａｔｉｏｎ　Ｃｏｄｉｎｇ　Ｓｃｈｅｍｅ）
から誘導されるｐｏｗｅｒ　ｏｆｆｓｅｔΔＴＦ、ｃ、経路損失ＰＬｃ、ｆｃ（ｉ）（ａ
ｃｃｕｍｕｌａｔｅｄ　ＴＰＣ　ｃｏｍｍａｎｄｓ）によって計算される。
【００６９】
　ここで、ＰＬｃは、サービングセルｃに対して経路損失を提供するように設定されてい
るセルの経路損失である。任意のサービングセルの逆方向伝送出力決定に使用される経路
損失は、当該セルの順方向チャネルの経路損失であるか、あるいは所定の他のセルの順方
向チャネルの経路損失であり、どのサービングセルの経路損失を使用すべきかは、呼設定
過程で基地局が選択して端末に通知することができる。
【００７０】
　また、ｆｃ（ｉ）は、サービングセルｃの伝送出力調整命令（Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏ
ｎ　Ｐｏｗｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ）の累積値である。ＰＯ＿ＰＵＳＣＨ、ｃは、ｃｅｌｌ
－ｓｐｅｃｉｆｉｃ及びＵＥ－ｓｐｅｃｉｆｉｃ値の和よりなり、基地局が決定して端末
に通知する。αｃは、上位階層で提供される３－ｂｉｔｃｅｌｌ－ｓｐｅｃｉｆｉｃ値で
あって、逆方向伝送出力計算時に経路損失に適用する加重値（すなわちこの値が高いほど
経路損失が逆方向伝送出力にさらに多い影響を及ぼす）であり、ＰＵＳＣＨ伝送種類によ
って適用することができる値が制限される。ｊ値は、ＰＵＳＣＨ伝送時に適用されたスケ
ジューリングの種類を示す。例えば、ｊ＝０なら、半永久的に割り当てられた伝送資源を
利用したＰＵＳＣＨ伝送を、ｊ＝１なら、動的に割り当てられた伝送資源によるＰＵＳＣ
Ｈ伝送を、ｊ＝２なら、ランダムアクセス過程で割り当てられた伝送資源によるＰＵＳＣ
Ｈ伝送を示す。
【００７１】
　実際伝送がないサービングセルに対しては、伝送出力減少を０として見なして、ＰＣＭ

ＡＸ、ｃを決定し、ＭＰＵＳＣＨ、ｃ（ｉ）とΔＴＦ、ｃを所定の値（例えば最も低いＭ
ＣＳ　ｌｅｖｅｌ及び伝送資源ブロック１個に該当する値）を適用して要求伝送出力を決
定し、ＰＨを計算する。伝送出力減少を０として見なす場合、ＰＣＭＡＸ、ｃとＰＣＭＡ

Ｘ＿Ｈ、ｃは、互いに同一である。ＭＰＵＳＣＨ、ｃ（ｉ）とΔＴＦ、ｃに所定の値を適
用することは、実際伝送がないとしても、仮想のＰＨを報告することによって、基地局が
前記サービングセルに対して以後に逆方向スケジューリングを行うにあたって有意な情報
を提供するためのものである。
【００７２】
　ＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥの構造に対しては後述する。
【００７３】
　４３５段階で、端末は、ＭＡＣ　ＰＤＵを生成し、ＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥをＭＡＣ　Ｐ
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ＤＵに多重化し、４４０段階で、基地局に伝送する。
【００７４】
　端末は、サービングセル別にＰＨ計算時に適用したｐａｔｈｌｏｓｓ、ＰＣＭＡＸ、Ｐ
－ＭＰＲｃなどを記憶し、次に逆方向伝送を行うときに、ＰＨＲ報告条件充足可否を判断
する。
【００７５】
　基地局は、端末からＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥを受信すれば、４４５段階で、サービングセ
ル別のＰＨ、ＰＣＭＡＸ、ｃを認知し、サービングセル別の逆方向スケジューリングを行
う。そして、ＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥにＰＣＭＡＸが含まれていたら、端末の逆方向伝送出
力の和がＰＣＭＡＸを超過しないように留意して、逆方向スケジューリングを行う。
【００７６】
　図５は、拡張されたＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥの構造を示す図である。
【００７７】
　複数のキャリアが集積された移動通信システムで複数のサービングセルに対するＰＨを
報告しなければならない場合、これらを１つのＰＨＲに集めて伝送することが、オーバー
ヘッドを低減する側面で有利である。拡張ＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥは、従来の一般的なＰＨ
Ｒ　ＭＡＣ　ＣＥとは異なって、複数のセルのＰＨ情報及びＰＣＭＡＸ、ｃ情報などを一
緒に報告することができるように設計された。図５の５００～５３０は、集積されたサー
ビングセルのうち、どんなサービングセルのＰＨが当該ＰＨＲに含まれているか否かを指
示するビットマップである。
【００７８】
　ビットマップの各ビットは、１つのＳＣｅｌｌに対応する。ＳＣｅｌｌインデックス（
ｉｎｄｅｘ）によって各ビットとＳＣｅｌｌ間の関係が設定される。各ＳＣｅｌｌインデ
ックスは、基地局が端末にＳＣｅｌｌを設定するとき、端末に通知する。ＰＨＲ　ＭＡＣ
　ＣＥの一番目のバイトの最後のビット５３３は、現在規格で使用されないＲビットであ
るが、本発明では、ＰＣＭＡＸ情報の存在有無を指示するビットとして使用することがで
きる。
【００７９】
　図５の５３５は、Ｐビットであり、本発明では、Ｐ－ＭＰＲｃによって端末最大伝送電
力ＰＣＭＡＸが影響を受けたかを指示する。前述したように、任意のサービングセルに実
際ＰＵＳＣＨ伝送がないとしても、端末は、仮想の伝送フォーマットとＰＣＭＡＸ、ｃを
仮定して、ＰＨを計算する。このように、実際逆方向伝送がないサービングセルに対して
計算されたＰＨが報告される場合、当該ＰＨが格納されたバイトの所定のビット、すなわ
ち二番目のビットのＶフィールド５４０を所定の値に設定してこれを表示することができ
る。Ｖビット５４０は、このための１ビット指示子である。
【００８０】
　任意のセルのＰＨを報告するにあたって、端末は、当該セルのＰＨを計算するときに、
実際のＰＵＳＣＨ伝送に基づいて、すなわち実際の伝送フォーマットを使用してＰＨを計
算した場合、当該ビットを所定の値（例えば０）に設定し、当該セルにＰＵＳＣＨ伝送が
なく、ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　ｆｏｒｍａｔ（すなわちＲＢ個数＝１、ΔＴＦ＝０）と仮想
のＰＣＭＡＸ、ｃを使用してＰＨを計算した場合、当該ビットをさらに他の所定の値（例
えば１）に設定することができる。
【００８１】
　５４５と５５５は、それぞれＰＨとＰＣＭＡＸ、ｃ値を指示することができる。端末は
、実際に逆方向伝送があるサービングセルに対しては、ＰＨとＰＣＭＡＸ、ｃをすべて報
告し、逆方向伝送がないサービングセルに対しては、ＰＨだけを報告する。本発明で逆方
向伝送というのは、ＰＵＳＣＨ伝送、ＰＵＣＣＨ伝送などを意味する。基地局は、逆方向
伝送が実在するサービングセルのＰＣＭＡＸ、ｃを収集し、その変化推移を監視し、以後
の逆方向スケジューリングの参考とする。
【００８２】
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　図５に示されたように、ＰＨＲの二番目のバイトから（当該サービングセルに逆方向伝
送が実在した場合）ＰＨとＰＣＭＡＸ、ｃ対あるいはＰＨ（当該サービングセルに逆方向
伝送が実在しない場合）が所定の順に格納される（５４５、５５５、５６０、５６５、５
７０、５７５）。ＰＣｅｌｌに対する情報が先に格納され、現在活性化状態のＳＣｅｌｌ
がＳＣｅｌｌ　ｉｎｄｅｘのサイズが低い順に格納される。ＰＣｅｌｌに対しては、Ｔｙ
ｐｅ　２　ＰＨとＴｙｐｅ　１　ＰＨという２つの種類のＰＨが収納されることができる
。Ｔｙｐｅ　１　ＰＨは、ＰＵＳＣＨ伝送だけを考慮して計算されたＰＨであり、Ｔｙｐ
ｅ　２　ＰＨは、ＰＵＣＣＨ伝送とＰＵＳＣＨ伝送をすべて考慮して計算されたＰＨであ
る。
【００８３】
　また、ＰＣＭＡＸ報告条件が充足されたら、端末は、ＰＨＲの最後のバイトにＰＣＭＡ

Ｘ５８０を収納する。ＰＣＭＡＸは、６ビット情報であり、ＰＣＭＡＸ、ｃと同様に、所
定のパワーレベルを示すインデックスで表現される。
【００８４】
　前述したように、ＰＨＲのＰＣＭＡＸ収納可否は、ビットマップの所定のビット、例え
ば５３３を利用して示すことができる。あるいはＰＣＭＡＸの収納可否は、ＰＨＲ　ＭＡ
Ｃ　ＣＥのサイズを示す情報を利用して暗黙的に示すことができる。例えば、ビットマッ
プとＰＨ情報の占めるサイズがＸバイトとすれば、ＰＣＭＡＸが格納された場合には、Ｐ
ＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥのサイズとして（Ｘ＋１）バイトを使用し、ＰＣＭＡＸが格納されな
い場合には、ＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥのサイズとしてＸバイトを使用することができる。
端末のＰＣＭＡＸ報告条件としては、下記に例示したように、さまざまなものがあり得る
。
【００８５】
　［ＰＣＭＡＸ報告条件１］
－少なくとも１つ以上のサービングセルで逆方向伝送が行われるとき、前記サービングセ
ルのうち周波数バンドが異なるサービングセルが少なくとも１つ存在し、
－ＰＣＭＡＸがＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓより低くて、
－逆方向伝送が行われるサービングセルのＰＣＭＡＸ、ｃの和がＰＣＭＡＸより高い（す
なわちＰＣＭＡＸが格納されたＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥに格納されたＰＣＭＡＸ、ｃの和が
ＰＣＭＡＸより高い）。
【００８６】
　［ＰＣＭＡＸ報告条件２］
－少なくとも１つ以上のサービングセルで逆方向伝送が行われるとき、前記サービングセ
ルのうち周波数バンドが異なるサービングセルが少なくとも１つ存在し、－ＰＣＭＡＸが
ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓより低くて、
－逆方向伝送が行われるサービングセルのＰＣＭＡＸ、ｃのうち、サービングセル別に１
つのＰＣＭＡＸ、ｃを選択してその和を計算したとき、その値がＰＣＭＡＸより高い。サ
ービングセル別に１つのＰＣＭＡＸ、ｃを選択するにあたって、端末は、Ｔｙｐｅ　１　
ＰＨ計算に使用されたＰＣＭＡＸ、ｃを選択する。（すなわちＰＣｅｌｌに対してＴｙｐ
ｅ　１　ＰＨと連関されたＰＣＭＡＸ、ｃとＴｙｐｅ　２　ＰＨと連関されたＰＣＭＡＸ

、ｃがすべて報告されるとき、Ｔｙｐｅ　１　ＰＨと連関されたＰＣＭＡＸ、ｃを選択す
る。）
【００８７】
　［ＰＣＭＡＸ報告条件３］
－少なくとも１つ以上のサービングセルで逆方向伝送が行われるとき、前記サービングセ
ルのうち周波数バンドが異なるサービングセルが少なくとも１つ存在して、
－ＰＣＭＡＸがＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓより低く、
－逆方向伝送が行われるサービングセルのＰＣＭＡＸ、ｃのうち、サービングセル別に１
つのＰＣＭＡＸ、ｃを選択してその和を計算したとき、その値がＰＣＭＡＸより高い。サ
ービングセル別に１つのＰＣＭＡＸ、ｃを選択するにあたって、端末は、実際伝送フォー



(15) JP 6445094 B2 2018.12.26

10

20

30

40

50

マットに基づいて計算されたＰＨと関連したＰＣＭＡＸ、ｃを選択する。（例えば、ＰＣ
ｅｌｌに対してＴｙｐｅ　１　ＰＨと連関されたＰＣＭＡＸ、ｃとＴｙｐｅ　２　ＰＨと
連関されたＰＣＭＡＸ、ｃがすべて報告され、ＰＣｅｌｌでＰＵＣＣＨ伝送だけが行われ
た場合、端末は、Ｔｙｐｅ２　ＰＨと連関されたＰＣＭＡＸ、ｃを選択する。）
【００８８】
　図６は、基地局にＰＨＲを伝送する端末動作を示す図である。
【００８９】
　図６を参照すれば、６０５段階で、端末は、キャリア集積と拡張されたＰＨＲを設定す
る制御メッセージを受信し、制御メッセージの情報によって多数のサービングセルと拡張
されたＰＨＲを設定する。制御メッセージには、ｐｈｒ－ｃｏｎｆｉｇ、拡張ＰＨＲなど
の制御情報が格納される。その後、端末は、所定の後続動作を行う。
【００９０】
　６１０段階で、新しい逆方向伝送のための逆方向伝送資源を割り当てられると、端末は
、６１５段階に移行し、逆方向伝送出力を計算する。逆方向伝送出力は、サービングセル
別に算出される。具体的に、端末は、まず、数式１、数式２、数式３を適用してサービン
グセル別にＰＣＭＡＸ、ｃを決定し、伝送資源ブロックの数、伝送フォーマット、経路損
失などを参照して要求伝送出力を決定する。そして、上記２つの値のうち低い値を当該サ
ービングセルの伝送出力として決定する。
【００９１】
　６２０段階で、端末は、ＰＨＲトリガー可否を検査する。端末は、ｐｒｏｈｉｂｉｔＰ
ＨＲ－Ｔｉｍｅｒが満了するかまたは満了済みであり、ＰＨＲ報告条件が充足されれば、
ＰＨＲがトリガーされたものと判断する。
【００９２】
　６２５段階で、端末は、現在活性化状態であり、逆方向が設定されたサービングセルの
ＰＣＭＡＸ、ｃと要求伝送出力を考慮して数式４のようにサービングセル別のＰＨを計算
する。前記サービングセル別のＰＨ及びその他情報を図５に示した拡張ＰＨＲ　ＭＡＣ　
ＣＥに登録する。６３０段階で、端末は、ＰＣＭＡＸ報告条件が充足されるかを検査し、
充足されたら、ＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥに当該時点のＰＣＭＡＸをも追加する。
【００９３】
　６３５段階で、端末は、前記ＰＨＲ　ＭＡＣ　ＣＥをＭＡＣ　ＰＤＵに格納して伝送す
る。そして、新しい逆方向伝送資源が割り当てられるまで待機する。
【００９４】
（第２実施例）
　地震／津波のような災難事態が起きたとき、これを人々に迅速に通知しなければならな
い。ＬＴＥのような移動通信システムは、公衆応急信号（ＰＷＳ　ｍｅｓｓａｇｅ、Ｐｕ
ｂｌｉｃＷａｒｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅｍ　ｍｅｓｓａｇｅ）伝達に非常に有利な属性を有
している。例えば、大部分の人々が移動通信端末機を具備しており、大部分の移動通信端
末機にリアルタイムで情報を提供することが可能であるという点をあげることができる。
【００９５】
　ハッキングのような保安上の問題点は、その深刻性が拡散する傾向にあり、偽りＰＷＳ
メッセージが伝送される場合、深刻な混乱を発生させることができるという側面で、ＰＷ
Ｓメッセージの真偽を確認することができるように保安情報（Ｓｅｃｕｒｉｔｙ　Ｉｎｆ
ｏｒｍａｔｉｏｎ）を一緒に提供する必要がある。
【００９６】
　図７は、基地局がＰＷＳサーバーが伝送したＰＷＳメッセージを端末に伝達する過程を
示す図である。
【００９７】
　図７を参照すれば、ＰＷＳメッセージ伝送のために端末７０５とＰＷＳサーバー７１５
は、前もって保安設定のための手続７１７を行い、保安キーとアルゴリズムなどをあらか
じめ参照しておく。



(16) JP 6445094 B2 2018.12.26

10

20

30

40

50

【００９８】
　任意の時点にＰＷＳメッセージを端末に伝送しなければならない状況が発生すれば、Ｐ
ＷＳサーバーは、ＰＷＳメッセージを基地局７１０に伝送する（７２０）。前記メッセー
ジは、緊急災害の種類、避難情報などのコンテンツとともに保安情報をも含む。ＰＷＳは
、よくＥＴＷＳ（Ｅａｒｔｈｑｕａｋｅ　Ｔｓｕｎａｍｉ　Ｗａｒｎｉｎｇ　Ｓｙｓｔｅ
ｍ）あるいはＣＭＡＳ（Ｃｏｍｍｅｒｃｉａｌ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ａｌｅｒｔ　Ｓｙｓｔｅ
ｍ）と呼ばれ、本発明では、これらの用語を混用する。
【００９９】
　基地局は、前記ＰＷＳメッセージを自分が制御するセルに位置しているすべての端末が
受信することができるようにシステム情報のような共用制御メッセージを利用して伝送す
る（７２５）。
【０１００】
　ＰＷＳメッセージを受信した端末は、メッセージに含まれている保安情報を利用してＰ
ＷＳメッセージの真偽を判断する（７３０）。要するに、いわゆる無欠性確認（ｉｎｔｅ
ｇｒｉｔｙ　ｃｈｅｃｋ）のような動作を行う。前記メッセージの真偽が検証されたら、
端末は、ＰＷＳメッセージのコンテンツを画面にディスプレイするなどの方式でユーザに
伝達する（７３５）。ＰＷＳメッセージの真偽が検証されなかった場合は、端末は、ＰＷ
Ｓメッセージを無視して廃棄する（７４０）。
【０１０１】
　端末は、場合によって制限されたサービス状態（ｌｉｍｉｔｅｄ　ｓｅｒｖｉｃｅ　ｓ
ｔａｔｅ）で無線網に接続されていてもよい。例えば、当該時点の当該地域に端末が接近
することができる事業者が存在しないか、ＵＳＩＭが装着されない端末の場合、制限的な
サービス、例えば応急呼だけが使用可能な制限されたサービス状態で無線網に接続する。
端末が制限的なサービス状態の場合、端末は、現在事業者から保安情報を処理するために
必要な情報を提供されないので、保安情報を処理しないことがある。したがって、制限さ
れたサービス状態の端末は、原則的に保安情報が含まれたＰＷＳメッセージをユーザに示
さない。
【０１０２】
　１つの無線網内で制限されたサービス状態の端末は、少数と仮定することが合理的であ
る。したがって、制限されたサービス状態の端末が偽りＰＷＳメッセージをユーザに通知
するとしても、問題の深刻性はあまり高くない。一方、制限されたサービス状態の端末が
ＰＷＳメッセージをユーザに通知しなければ、死活問題が発生することがあり得るため、
保安情報を処理しない端末がＰＷＳメッセージを無条件廃棄するよりは、保安情報を処理
しない場合、その理由が制限されたサービス状態にあるか否かを見て、ＰＷＳメッセージ
を廃棄すべきか、ユーザに通知すべきかを決定することが好ましい。
【０１０３】
　図８は、制限されたサービス状態を考慮した端末の動作を示す図である。
【０１０４】
　８０５段階で、端末は、任意の無線網に接続する。無線網は、例えばＬＴＥ網であって
もよく、ＵＭＴＳ網であってもよい。無線網に接続するというのは、受信可能な無線信号
を送出する無線網を認識し、前記無線網のセルで通信を行う準備をすることを意味する。
言い替えれば、端末は、上記のような無線網で登録過程を行い、当該無線網のペイジング
チャネルを通じてペイジングメッセージ受信可否を判断するなどの動作を行う。端末が制
限されたサービス状態で無線網に接続するというのは、端末が登録過程を行わないか、ま
たは登録が失敗した状態で前記動作を行うことを意味する。
【０１０５】
　端末は、現在接続された無線網のセルのうち、所定の条件を満足するセル、例えば共通
チャネルの信号強度が一定基準以上であるセルに接続した後、当該セルで必要な動作を行
うためにシステム情報受信過程を開始する。システム情報は、システム情報ブロック（Ｓ
ＩＢ、Ｓｙｓｔｅｍ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｂｌｏｃｋ）単位で報知され、特にＳＩ
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Ｂ１では、システム情報に対するスケジューリング情報が提供される。
【０１０６】
　端末は、８１０段階で、ＳＩＢ１を受信し、８１５段階に移行し、ＰＷＳと関連したシ
ステム情報がスケジューリングされるか否かを検査する。ＰＷＳと関連したシステム情報
としては、ＳＩＢ１０、ＳＩＢ１１、ＳＩＢ１２などがある。当該セルでＰＷＳと関連し
たシステム情報がなければ、当該時点にＰＷＳメッセージが伝送されないことを意味し、
端末は、ＰＷＳと関連したシステム情報がスケジューリングされるまで通常動作を行いな
がら待機する。ＰＷＳと関連したシステム情報がスケジューリングされていたら、端末は
、スケジュール情報に基づいて所定の時点にＰＷＳと関連したシステム情報を受信する（
８２０）。
【０１０７】
　８２５段階で、端末は、安全ではないＰＷＳメッセージは処理しないように設定されて
いるかを検査する。安全ではないＰＷＳメッセージというのは、例えば保安情報が検証さ
れないＰＷＳメッセージ、あるいは真偽が検証されない（すなわち無欠性検査が行われな
かったか、または失敗した）ＰＷＳメッセージ、あるいは保安テスト（ｓｅｃｕｒｉｔｙ
　ｔｅｓｔ）を通過しないＰＷＳメッセージを意味する。
【０１０８】
　端末の安定的な保存場所、例えばＵＳＩＭには、安全ではないＰＷＳメッセージの処理
可否を指示するｕｎｓｅｃｕｒｅｄ　ＰＷＳ　ｄｉｓａｂｌｅ　ｆｉｅｌｄが具備される
ことができる。もし当該フィールドがＹｅｓに設定されていた場合、端末は、ＰＷＳメッ
セージが安全であることが検証されなければ、当該ＰＷＳメッセージを処理しない。一方
、当該フィールドがＮｏに設定されていた場合、端末は、安全ではないＰＷＳメッセージ
であっても、処理をする。この際、端末がメッセージを処理するというのは、ＰＷＳメッ
セージのコンテンツをユーザに示すか、または通知することを意味する。
【０１０９】
　端末は、図８の８２５段階で、Ｕｎｓｅｃｕｒｅｄ　ＰＷＳ　ｄｉｓａｂｌｅ　ｆｉｅ
ｌｄがＮｏなら、８３０段階に、Ｙｅｓなら、８３５段階に移行する。
【０１１０】
　８３０段階で、端末は、必要な追加動作を行った後、コンテンツをユーザに示す。この
際、追加動作というのは、例えば重複受信されたメッセージをフィルタリングすることな
どを意味する。
【０１１１】
　８３５段階で、端末は、ＰＷＳメッセージの保安情報に対して所定の保安動作、例えば
無欠性確認などを行い、安全なＰＷＳメッセージであるかを検査する。安全なＰＷＳメッ
セージというのは、信頼し得る装置で伝送され、伝送中にその内容が歪曲されないＰＷＳ
メッセージを意味する。
【０１１２】
　８３５段階で、安全なＰＷＳメッセージとして判断された場合、端末は、８３０段階に
移行し、必要な追加動作を行った後、コンテンツをユーザに示し、安全ではないＰＷＳメ
ッセージとして判断された場合、例えば、無欠性確認のような保安検査が失敗するか、端
末が無欠性確認のような保安検査を行うことができなければ、８４０段階に移行する。
【０１１３】
　８４０段階で、端末は、自分が現在制限されたサービス状態であるかを検査する。制限
されたサービス状態にあるというのは、具体的に次のような意味を有する。制限されたサ
ービス状態の端末は、制限されたサービス、例えば応急呼しか行わない。端末が有効なＵ
ＳＩＭを有していないか、周辺に登録可能なセル（ｓｕｉｔａｂｌｅ　ｃｅｌｌ）を捜さ
ないか、登録手続が失敗すれば、端末は、制限されたサービス状態に入る。登録可能なセ
ルというのは、下記の条件に符合するセルである。
【０１１４】
　すなわち、登録可能なセルというのは、登録されたＰＬＭＮ（ｒｅｇｉｓｔｅｒｅｄ　
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Ｐｕｂｌｉｃ　Ｌａｎｄ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）のセルであるか、同等ＰＬＭ
Ｎ（ｅｑｕｉｖａｌｅｎｔ　ＰＬＭＮ）のセルであるか、選択されたＰＬＭＮ（Ｓｅｌｅ
ｃｔｅｄ　ＰＬＭＮ）のセルであり、ローミングの禁止されたセルではなく、セル選択条
件が満足されたセルを意味する。
【０１１５】
　ここで、同等ＰＬＭＮというのは、端末の立場でホームＰＬＭＮに登録してサービスを
提供されることと同様に、サービスを提供されることができるＰＬＭＮを意味する。１つ
の端末に多数の同等ＰＬＭＮが存在することができ、任意の端末に対する同等ＰＬＭＮリ
ストは、網でシグナリングするか、端末のメモリに保存されている。端末が任意のＰＬＭ
Ｎで登録過程を行う時、登録過程が完了する前までは当該ＰＬＭＮを選択されたＰＬＭＮ
と言う。
【０１１６】
　セル選択条件が満足されるというのは、共通チャネルの受信信号品質が一定基準以上で
あることを意味し、３ＧＰＰ標準３６．３０４の５．２．３．２節に記述されている。
【０１１７】
　８４０段階で、制限されたサービス状態なら、端末は、８３０段階に移行し、必要な動
作を行った後、メッセージを表示し、制限されたサービス状態ではない場合、端末は、８
４５段階に移行し、受信したＰＷＳメッセージを廃棄する。
【０１１８】
　一方、図８の８２５、８３５、８４０段階の判断動作は、互いに異なる手順で行われる
こともできる。
【０１１９】
　図９は、ＰＷＳメッセージ受信に関するさらに他の端末の動作を示す図である。
【０１２０】
すべてのＰＷＳメッセージに保安手続を適用することは、好ましくない。例えば、国家次
元の法規でＰＷＳメッセージの保安手続適用が禁止されることができるからである。した
がって、単一フォーマットのＰＷＳメッセージを定義するためにすべてのＰＷＳメッセー
ジに保安情報を含ませるが、保安手続適用可否を指示する指示子を導入する方法を想定す
ることができる。しかし、保安情報のサイズが数十バイトから数百バイトに至ることがで
きるため、保安情報を含ませることを避けることができる場合は、避けることが好ましい
。図９では、保安情報を選択的に存在するフィールドとして定義し、保安情報があるとき
とないときに、個別的に定義された端末動作を示した。
【０１２１】
　図９の９０５段階、９１０段階、９１５段階は、図８の８０５段階、８１０段階、８１
５段階と同一である。
【０１２２】
　図９を参照すれば、９１７段階で、端末は、現在のＰＬＭＮがＰＷＳメッセージを受信
するように設定されたＰＬＭＮであるかを検査する。現在のＰＬＭＮは、登録ＰＬＭＮや
選択されたＰＬＭＮであることができる。端末の安定的な保存場所、例えば、ＵＳＩＭに
は、ホームＰＬＭＮあるいは同等ＰＬＭＮでＰＷＳメッセージ受信可否を指示するフィー
ルドが存在することができる。端末は、当該フィールドがＹｅｓに設定されており、現在
ＰＬＭＮがホームＰＬＭＮや同等ＰＬＭＮなら、条件が成立されたものと判断し、９２０
段階に移行する。当該フィールドがＮｏに設定されており、現在ＰＬＭＮがホームＰＬＭ
Ｎや同等ＰＬＭＮなら、条件が成立されないものと判断し、９１８段階に移行する。９１
８段階で、端末は、当該セルのシステム情報にＰＷＳと関連したシステム情報があるとし
ても、ＰＷＳ関連システム情報を受信せず、ＰＷＳメッセージを受信するための過程を終
了する。
【０１２３】
　９２０段階で、端末は、ＰＷＳメッセージと関連したシステム情報を受信する。ＰＷＳ
メッセージと関連したシステム情報としては、ＳＩＢ　１０とＳＩＢ　１１が存在する。
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ＳＩＢ　１０は、緊急状況が発生したことを通知するためのものであって、緊急状況の種
類（地震／津波）、ＰＷＳメッセージ識別子と一連番号などを含む。端末は、メッセージ
識別子と一連番号を利用して重複受信可否を判断する。
【０１２４】
　ＳＩＢ　１１は、緊急状況に対するさらに詳しい情報、例えば避難情報や緊急状況関連
メディアクリップのようなものを格納することができる。情報の大切さという側面で、Ｓ
ＩＢ　１０に保安情報を含ませることが好ましい。９２０段階で、端末は、ＳＩＢ　１０
とＳＩＢ　１１を共に受信するか、ＳＩＢ　１０が先に受信されれば、ＳＩＢ　１０を受
信した後、９２３段階に移行する。
【０１２５】
　９２３段階で、端末は、前記ＳＩＢ　１０に保安情報が含まれているか否かを検査する
。含まれていなければ、９３０段階に移行し、コンテンツをユーザに通知し、含まれてい
た場合は、９２５段階に移行し、保安手続実行可否を判断する。言い替えれば、端末は、
ＰＷＳを受信するように設定された網で保安情報が含まれていないＰＷＳメッセージを受
信すると、安全ではないＰＷＳメッセージ処理に関する設定を考慮せず、ＰＷＳメッセー
ジを処理する。
【０１２６】
　図９の９２５段階、９３０段階、９３５段階、９４０段階、９４５段階は、図８の８２
５段階、８３０段階、８３５段階、８４０段階、８４５段階と同一である。
【０１２７】
　任意のセルに接続した端末は、ＰＷＳ情報伝送が新しく開始されるか、ＰＷＳ情報が変
更される場合、これを迅速に認知しなければならない。ＰＷＳ情報伝送が新しく開始され
るか、ＰＷＳ情報が変更される場合、基地局は、ペイジングメッセージの所定のフィール
ドを所定の値に設定し、一定期間の間に報知する。このようなペイジングメッセージを受
信した端末は、ＰＷＳ情報取得手続を開始する。
【０１２８】
　図１０は、基地局からペイジングメッセージを受信する端末の動作を示す図である。
【０１２９】
　図１０の１００５段階は、図９の９０５段階と同一である。
【０１３０】
　図１０を参照すれば、１０１０段階で、端末は、基地局からペイジングメッセージを受
信する。ペイジングメッセージは、特定端末に対するペイジング情報を提供するか、シス
テム情報変更のように不特定多数の端末に共通的な情報を提供する目的に使用される。Ｐ
ＷＳ情報の変更可否は、基地局がペイジングメッセージに所定の指示子（以下、指示子１
）を挿入し、端末に通知することができる。基地局は、セル内にあるすべての端末のペイ
ジング時点がすべて含まれることができる充分に長い期間の間に指示子１が含まれたペイ
ジングメッセージを持続的に伝送することによって、セル内にあるすべての端末がＰＷＳ
メッセージ生成／変更可否を把握することができるようにする。
【０１３１】
　ペイジングメッセージを受信した端末は、１０１５段階に移行し、ペイジングメッセー
ジに指示子１が含まれているか否かを検査する。指示子１は、ＰＷＳメッセージの変更可
否を示す指示子である。指示子１が含まれていた場合は、１０１７段階に移行し、含まれ
ていない場合は、１０１６段階に移行し、従来技術によって動作する。
【０１３２】
　１０１７段階で、端末は、現在ＰＬＭＮはＰＷＳ受信が可能なＰＬＭＮであるかを検査
する。ＵＳＩＭのような保存装置には、ＰＬＭＮと関連して次のような２つのフィールド
が存在することができる。
【０１３３】
　－フィールド１：端末がホームＰＬＭＮ及び同等ＰＬＭＮでＰＷＳメッセージを受信し
なければならないか、無視しなければならないかを示す。
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　－フィールド２：端末が訪問ＰＬＭＮで（あるいはローミング中に）ＰＷＳメッセージ
を受信しなければならないか、無視しなければならないかを示す。
【０１３４】
　端末は、フィールド１とフィールド２の設定値によって現在ＰＬＭＮでＰＷＳメッセー
ジを受信しなければならないか、無視しなければならないかを判断する。例えば、現在Ｐ
ＬＭＮが訪問ＰＬＭＮであり、フィールド２が受信に設定されていたら、現在ＰＬＭＮは
、ＰＷＳメッセージを受信しなければならないＰＬＭＮであり、フィールド２が無視に設
定されていたら、現在ＰＬＭＮは、ＰＷＳメッセージを受信しなければならないＰＬＭＮ
ではない。
【０１３５】
　判断の結果、現在ＰＬＭＮがＰＷＳメッセージを受信しなければならないＰＬＭＮでは
ない場合、端末は、１０１６段階に移行し、ＰＷＳメッセージ受信手続を開始せず、従来
技術によって動作する。通常、ＰＷＳメッセージ受信は、端末の下位階層装置が行い、Ｐ
ＬＭＮの種類／設定によってＰＷＳメッセージを処理することは、端末の上位階層装置が
行う。したがって、基地局がＰＷＳメッセージを伝送すれば、ＰＷＳメッセージを受信す
ることができる端末は、ＰＷＳメッセージを受信し、上位階層に伝達する。これにより、
ユーザに通知しないＰＷＳメッセージを受信する問題が発生するようになる。
【０１３６】
　上記のような問題を解決するために、本発明では、ＰＷＳメッセージ受信段階でＰＬＭ
Ｎ種類／設定をあらかじめ確認することによって、ユーザに通知しないＰＷＳメッセージ
は、初めから受信しないようにすることができる。
【０１３７】
　判断の結果、現在ＰＬＭＮがＰＷＳメッセージを受信するように設定されたＰＬＭＮで
あれば、端末は、１０１８段階に移行し、ＳＩＢ　１を受信する。ＳＩＢ　１メッセージ
を受信し、ＰＷＳと関連したシステム情報のスケジューリング情報を把握した端末は、所
定の時間区間の間に下向きリンク制御チャネルを監視して、ＰＷＳと関連したＳＩＢのス
ケジューリング可否を監視する。
【０１３８】
　１０２０段階で、端末は、ＰＷＳと関連したＳＩＢを受信する。１０２０段階は、基本
的に図９の９２０段階と同一である。
【０１３９】
　また、図１０の１０２３段階、１０２５段階、１０３０段階は、図９の９２３段階、９
２５段階、９３０段階と同一である。
【０１４０】
　１０３５段階で、端末は、受信したＰＷＳメッセージが安全なメッセージであるかを検
証する。保安テストを通過するか、あるいは無欠性が検証されたら、１０３０段階に移行
する。受信したＰＷＳメッセージに保安情報が含まれていたが、保安情報に対する保安手
続が失敗した場合は、ＰＷＳメッセージは、ハッカーのような悪意的な第３者が伝送した
メッセージである可能性が高い。
【０１４１】
　端末は、１０４０段階に移行し、このようなＰＷＳメッセージをユーザに示さないよう
に廃棄し、ＰＷＳメッセージのメッセージ識別子と一連番号を記録する。端末は、以後に
記録されたメッセージ識別子／一連番号と同一の識別子／一連番号を有するＰＷＳメッセ
ージを受信した際は、重複メッセージにフィルタリングする代わりに、当該メッセージを
正常に処理する。
【０１４２】
　言い替えれば、保安失敗によってユーザに示されずに廃棄されたＰＷＳメッセージに対
しては、そうではないＰＷＳメッセージとは異なる重複検査処理を適用する。さらに詳し
く説明すれば、端末は、ＰＷＳメッセージを受信した場合、当該メッセージの識別子及び
一連番号と同一の識別子／一連番号のＰＷＳメッセージを以前に受信したことがあるかな
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いかを検査する。そのようなメッセージを以前に受信したことがあった場合は、以前に受
信したメッセージの保安検証が失敗したか否かを検査する。以前メッセージの保安検証が
失敗していない場合、すなわち保安検証が成功したか、保安検証が進行されない場合には
、新しく受信したメッセージを重複受信されたメッセージとして判断して廃棄する。しか
し、以前に受信したメッセージが保安検証に失敗したメッセージなら、新しく受信したメ
ッセージを重複受信されたメッセージとして判断せず、正常に処理する。
【０１４３】
（第３実施例）
　ＬＴＥ　ｒｅｌｅａｓｅ　１２で新しい形態のキャリアを導入するための論議が進行中
である。新しいキャリアは、既存キャリアに内在した非効率性、例えば、頻繁なシステム
情報伝送とセル基準信号（Ｃｅｌｌ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ、ＣＲＳ）伝送
などを低減して、スペクトル使用効率をさらに高めることが目的である。
【０１４４】
　このような新しいキャリアでは、システム情報を提供せず、端末は、新しいキャリアと
連関されたキャリアを通じて新しいキャリアのシステム情報を伝達される。以下、説明の
便宜のために、システム情報が伝送されない新しいキャリアをニューキャリアと呼び、ニ
ューキャリアと連関されて必要な情報を提供するキャリアを基準キャリアと呼ぶ。本発明
では、キャリアとセルを混用する。
【０１４５】
　ニューキャリアのシステム情報を基準キャリアの共通制御信号あるいは専用制御信号を
通じて提供するとすれば、基準キャリアがニューキャリアのシステムフレーム番号（Ｓｙ
ｓｔｅｍ　Ｆｒａｍｅ　Ｎｕｍｂｅｒ、ＳＦＮ）を提供する方法が必要である。
【０１４６】
　システムフレーム番号は、ＬＴＥ移動通信システムで端末と基地局が時間準拠にするも
のであって、相当の動作は、基地局と端末が同一のＳＦＮを使用するときに誤動作なしに
進行される。例えば、ＳＲＳ（Ｓｏｕｎｄｉｎｇ　Ｒｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ）
伝送時点は、ＳＦＮを基準に設定されるので、端末と基地局が互いに異なるＳＦＮを仮定
すれば、ＳＲＳ送受信が正確に行われない。
【０１４７】
　ニューキャリアと基準キャリアの間に時間同期が整合していれば、すなわち２つのキャ
リアの、あるいは２つのサービングセルのラジオフレームバウンドリーが一致したら、基
準キャリアと時間同期が既に確立された端末は、ニューキャリアと時間同期を樹立する必
要がない。以下、説明の便宜のために、基準キャリアと時間同期が一致するニューキャリ
アを同期ニューキャリアあるいは同期ニュータイプセルと命名する。
【０１４８】
　同期ニューキャリアがそうではないニューキャリアより効率的であるが、ネットワーク
展開状況によってニューキャリアの同期を正確に樹立することが不可能なことがある。以
後、説明の便宜のために、隣接キャリアと時間同期が一致しないニューキャリアを非同期
ニューキャリアあるいは非同期ニュータイプセルと命名する。
【０１４９】
　端末が同期ニュータイプセルに接続（ａｃｃｅｓｓ）する場合、同期ニュータイプセル
のＳＦＮは、基準キャリアセル（以下、基準セル）のＳＦＮと同一のものと定義すれば、
端末と基地局は、互いに同一のＳＦＮを仮定するようになるので、問題が発生しない。
【０１５０】
　端末が非同期ニューキャリアのセルに接続する場合、非同期ニューキャリアセルのラジ
オフレームと基準セルのラジオフレームが互いに一致しないので、上記のような方式が成
立しない。
【０１５１】
　図１１は、非同期ニューキャリアの例を示す図である。図１１を参照すれば、基準セル
と非同期ニュータイプセルのフレームバウンドリーが一致せず、１１２０だけ互いにずれ
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ているとき、ＳＦＮがｘである基準セルのラジオフレームは、非同期ニュータイプセルの
２つのラジオフレーム１１２５、１１３０と重なる。これらのうちどんなラジオフレーム
のＳＦＮをｘとして定義すべきかを決定しなければならない。
【０１５２】
　本発明では、基地局が端末に明示的な情報を提供し、非同期ニュータイプセルのＳＦＮ
を特定することができる。
【０１５３】
　基地局が提供する明示的な情報は、１ビットであって、下記の２つのうち１つを指示す
ることができる。
【０１５４】
－０：基準セルＳＦＮｘラジオフレームに後行するニュータイプセルラジオフレームのう
ち最も近いラジオフレームのＳＦＮがｘ。例えば、１１３０のＳＦＮがｘ。
【０１５５】
－１：基準セルＳＦＮｘラジオフレームに先行するニュータイプセルラジオフレームのう
ち最も近いラジオフレームのＳＦＮがｘ。例えば、１１２５のＳＦＮがｘ。
【０１５６】
　非同期位が大きくない場合、基地局は、ニューサービングセルラジオフレームが基準サ
ービングセルラジオフレームに先行するか、後行するか分からないことがある。このよう
な場合、基地局は、上記のような情報を提供せず、基準サービングセルのＳＦＮｘラジオ
フレームと最も多く重なるニュータイプセルラジオフレームのＳＦＮをｘに特定すること
ができる。例えば、１１３０のＳＦＮがｘである。
【０１５７】
　図１２は、ニュータイプセルのＳＦＮを設定する全体動作を示す図である。
【０１５８】
　図１２を参照すれば、端末１２０５は、任意の基地局１２１５の任意のセル１２１０に
対して同期を確立し、ラジオフレームをＳＦＮに特定する（１２２５）。端末は、セル検
索過程を通じて任意のセルと同期を確立する。セル検索過程と同期確立過程は、３ＧＰＰ
標準規格３６．２１３の４節に説明されている。
【０１５９】
　端末は、同期確立過程を通じて、チャネル品質が所定の基準以上のセルから主同期信号
（ＰＳＳ、Ｐｒｉｍａｒｙ　Ｓｙｎｃｈｒｏｎｉｚａｔｉｏｎ　Ｓｉｇｎａｌ）と副同期
信号（ＳＳＳ、Ｓｅｃｏｎｄａｒｙ　Ｓｙｎｃｈｒｏｎｉｚａｔｉｏｎ　Ｓｉｇｎａｌ）
を受信し、同期信号を利用してフレームバウンドリーを認識する。端末は、また、セルの
システム情報を受信し、システム情報のうちＭＩＢ（Ｍａｓｔｅｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉ
ｏｎ　Ｂｌｏｃｋ）という情報に含まれたＳＦＮ情報を利用してラジオフレームを特定す
るＳＦＮを認知する。端末と基地局は、サービングセルを利用してＲＲＣ連結を設定し、
上向きリンクデータと下向きリンクデータ送受信を行う。
【０１６０】
　任意の時点に基地局は、端末に新しいサービングセルを追加することに決定するか、端
末をハンドオーバーすることに決定する。特に、端末がニュータイプセルの領域に位置し
ていた場合、端末にニュータイプセルを追加するか、ニュータイプセルにハンドオーバー
することに決定することができる（１２３０）。
【０１６１】
　１２３５段階で、基地局は、端末にサービングセルを追加することを指示する制御メッ
セージを伝送するか、あるいはハンドオーバーを指示する制御メッセージを伝送する。制
御メッセージには、新しく追加される（またはハンドオーバーされる）サービングセルと
関連した情報、例えば新しいサービングセルの識別子、中心周波数、無線伝送資源関連情
報などが含まれる。また、新しく追加される（あるいはハンドオーバーされる）サービン
グセルがニュータイプセルなら、下記の情報が追加に一緒に伝達されることができる。
－同期樹立情報
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－ＳＦＮ獲得情報
－基準セル情報
【０１６２】
　新しく追加される（あるいはハンドオーバーされる）サービングセルの種類によって上
記の情報は、下記のように提供されることができる。
【０１６３】
１．新しいサービングセルが一般的なセルの場合
－同期樹立情報、ＳＦＮ獲得情報、基準サービングセル情報がすべて含まれない。
－端末は、上記の３つの情報がすべて不在の場合、新しく追加される（あるいはハンドオ
ーバーされる）サービングセルがニュータイプセルではないことを認知し、従来のサービ
ングセル追加動作（あるいはハンドオーバー動作）を適用する。例えば、ハンドオーバー
過程なら、新しいサービングセルと同期を確立し、新しいサービングセルのＭＩＢを受信
し、フレーム番号を特定する。
【０１６４】
２．新しいセルが同期ニュータイプセルの場合
－同期樹立情報と基準セル情報が含まれることができる。
－同期樹立情報は、同期樹立が必要ではないことを指示する。
－基準セル情報は、端末が新しいセルのフレーム番号を特定するために基準にするセルに
対する情報であって、セル識別子情報のようなものになることができる。ハンドオーバー
の場合、ソースセルが暗黙的に基準セルになる。
【０１６５】
３．新しいセルが非同期ニュータイプセルの場合
－同期樹立情報、ＳＦＮ獲得情報、基準サービングセル情報が含まれることができる。
－同期樹立情報は、同期樹立が必要であることを指示する。
－ＳＦＮ獲得情報は、先行／後行のうち１つを指示する。
－基準セル情報は、端末が新しいサービングセルのフレーム番号を特定するために基準に
するセルに対する情報であって、セル識別子情報のようなものになることができる。ハン
ドオーバーの場合、ソースセルが暗黙的に基準セルになる。
【０１６６】
　１２４０段階で、端末は、制御メッセージの同期樹立情報を参照して、新しいサービン
グセルで同期を樹立する必要があるかを判断する。同期樹立情報で同期樹立が必要ではな
いと指示された場合は、１２４５段階で、同期樹立が必要であると指示された場合は、１
２４７段階に移行する。
【０１６７】
　１２４５段階で、端末は、新しいサービングセルのＰＳＳ／ＳＳＳ受信を試みることな
く、基準セルのフレームタイミングを新しいサービングセルにそのまま適用する。次いで
、基準セルのＳＦＮは、新しいサービングセルにそのまま適用して過程を終了する。
【０１６８】
　１２４７段階で、端末は、新しいサービングセルのＰＳＳ／ＳＳＳを受信し、フレーム
同期を獲得する。以前に新しいサービングセルとのフレーム同期を獲得した場合、１２４
７段階は、省略することもできる。
【０１６９】
　１２５０段階で、端末は、ＳＦＮ獲得情報を検査する。ＳＦＮ獲得情報が含まれなかっ
た場合、すなわち同期樹立は必要であるが、ＳＦＮ獲得情報は含まれなかった場合は、１
２５５段階に移行する。ＳＦＮ獲得情報が後行を指示した場合は、１２６０段階に移行す
る。ＳＦＮ獲得情報が先行を指示した場合は、１２６５段階に移行する。
【０１７０】
　１２５５段階で、端末は、新しいサービングセルのラジオフレームのＳＦＮを特定する
にあたって、基準セルのラジオフレームのうち新しいサービングセルのラジオフレームと
時間軸上で最も多く重なる基準セルラジオフレームのＳＦＮを使用する。
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【０１７１】
　１２６０段階で、端末は、新しいサービングセルのラジオフレームのＳＦＮを特定する
にあたって、基準セルのラジオフレームのうち新しいサービングセルのラジオフレームに
後行しながら最も近いラジオフレームのＳＦＮを使用する。
【０１７２】
　１２６５段階で、端末は、新しいサービングセルのラジオフレームのＳＦＮを特定する
にあたって、基準セルのラジオフレームのうち新しいサービングセルのラジオフレームに
先行しながら最も近いラジオフレームのＳＦＮを使用する。
【０１７３】
　図１３は、ハンドオーバー時に新しいセルのＳＦＮを獲得する端末動作を示す図である
。
【０１７４】
　図１３を参照すれば、１３０５段階で、端末は、基地局からハンドオーバーを指示する
制御メッセージを受信する。
【０１７５】
　１３１０段階で、端末は、受信した制御メッセージに第１情報（同期樹立情報）、第２
情報（ＳＦＮ獲得情報）、第３情報（基準セル情報）が含まれているか否かを検査する。
一般的なサービングセルへのハンドオーバー時には、上記のような情報が含まれていなく
、端末は、１３１５段階に移行する。ニュータイプセルへのハンドオーバー時には、少な
くとも第１情報は含まれ、端末は、１３２０段階に移行する。
【０１７６】
　１３１５段階で、端末は、新しいセルとの同期を樹立し、ランダムアクセスを行うなど
の過程を行った後、ターゲットセルのＭＩＢを獲得し、新しいセルのラジオフレームのＳ
ＦＮを認知する。
【０１７７】
　１３２０段階で、端末は、第１情報を検査し、新しいセルで同期獲得が必要であるかを
検査する。同期獲得が必要ではなければ、すなわち新しいセルが同期ニュータイプセルで
あれば、端末は、１３２５段階に移行する。同期獲得が必要であれば、すなわち新しいセ
ルが非同期ニュータイプセルであれば、端末は、１３３０段階に移行する。
【０１７８】
　１３２５段階で、端末は、第３情報で指示された基準セルのフレームタイミングを適用
して新しいセルのフレームタイミングを樹立し、基準セルのＳＦＮを適用して新しいセル
のＳＦＮを認知する。第３情報が含まれていなければ、以前ソースセルが基準セルである
。
【０１７９】
　１３３０段階で、端末は、第２情報を検査する。第２情報が含まれていなければ、端末
は、１３３５段階に移行する。また、第２情報が後行を指示した場合は、１３４０段階に
移行する。第２情報が先行を指示した場合は、１３４５段階に移行する。
【０１８０】
　１３３５段階で、端末は、新しいセルのＰＳＳ／ＳＳＳを利用してフレームタイミング
を樹立し、新しいセルのラジオフレームと時間軸上で最も多く重なる基準セルラジオフレ
ームのＳＦＮを新しいセルのラジオフレームのＳＦＮとして適用する。
【０１８１】
　１３４０段階で、端末は、新しいセルのＰＳＳ／ＳＳＳを利用してフレームタイミング
を樹立し、新しいセルのラジオフレームに後行しながら最も近い基準セルラジオフレーム
のＳＦＮを新しいセルのラジオフレームのＳＦＮとして適用する。
【０１８２】
　１３４５段階で、端末は、新しいセルのＰＳＳ／ＳＳＳを利用してフレームタイミング
を樹立し、新しいセルのラジオフレームに後行しながら最も近い基準セルラジオフレーム
のＳＦＮを新しいセルのラジオフレームのＳＦＮとして適用する。
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【０１８３】
　ハンドオーバーやサービングセル追加と関連した意思決定をするために、基地局は、端
末のチャネル状況に対する情報を有していなければならず、このような情報を獲得するた
めに、端末にさまざまな測定（ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ）を指示する。このように無線資
源管理と関連して行われる測定をＲＲＭ測定と言う。
【０１８４】
　最も代表的なＲＲＭ測定は、端末が現在セルと周辺セルのセル基準信号（ＣＲＳ、Ｃｅ
ｌｌＲｅｆｅｒｅｎｃｅ　Ｓｉｇｎａｌ）の信号強度／品質を測定するものである。測定
結果、端末は、信号強度／品質が一定基準を満足すれば、基地局に報告し、基地局は、測
定報告に基づいてＲＲＭと関連した意思決定を行う。
【０１８５】
　一般的なセルの場合、ＣＲＳは、すべてのサブフレームで伝送される。一方、ニュータ
イプセルでは、ＣＲＳ伝送を低減し、オーバーヘッドを軽減する。例えば、ニュータイプ
セルでは、ＣＲＳを５サブフレームごとに１回ずつ伝送することもできる。以下、説明の
便宜のために、ＣＲＳが伝送されるサブフレームが発生するパターンをＣＲＳパターンと
命名する。一般的なセルでは、ＣＲＳがすべてのサブフレームで伝送されるＣＲＳパター
ンだけが存在するので、一般的なセルに対しては、測定を指示するにあたって、ＣＲＳパ
ターンを別に通知する必要がない。
【０１８６】
　しかし、ニュータイプセルでは、多様なＣＲＳパターンが存在することができ、さらに
セル別にＣＲＳパターンに関する情報を提供する必要がある。本発明では、基地局が端末
に測定対象（ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ｏｂｊｅｃｔ）を設定するにあたって、ＣＲＳパ
ターン情報を一緒に提供する方法を提示する。
【０１８７】
　図１４は、基地局が端末にＣＲＳパターン情報を提供する全体動作を示す図である。
【０１８８】
　図１４を参照すれば、基地局１４１０は、任意の時点に任意の端末１４０５に対してＲ
ＲＭ測定を設定することに決定する。例えば、端末に追加的なサービングセルを設定する
か、端末にハンドオーバーを指示しなければならない状況をあげることができる。
【０１８９】
　基地局は、測定対象情報などを含む測定設定メッセージを生成し、端末に伝送する（１
４２０）。測定対象は、キャリア別に設定されることができ、測定対象情報には、キャリ
アの周波数情報、ＳＣｅｌｌ測定周期情報などが含まれることができる。ＳＣｅｌｌ測定
周期情報（ｍｅａｓＣｙｃｌｅＳＣｅｌｌ）は、当該キャリアのＳＣｅｌｌが不活性化状
態であるときに適用する測定周期であって、端末のバッテリー消耗を低減するためのもの
である。
【０１９０】
　測定対象キャリアにニュータイプセルが存在した場合、下記の情報が追加で伝送される
ことができる。
【０１９１】
　ニュータイプセル関連情報
－ニュータイプセルのＣＲＳパターン情報
－ニュータイプセルのＰＣＩ情報
－ニュータイプセルに適用するｏｆｆｓｅｔ情報
－ニュータイプセルに適用するＳＣｅｌｌ測定周期情報
【０１９２】
　ここで、ＣＲＳパターン情報は、ＰＣＩ（Ｐｈｙｓｉｃａｌ　Ｃｅｌｌ　Ｉｄ、０～５
０３間の整数）別に設定されることができる。ＣＲＳパターンというのは、ＣＲＳ信号の
時間／周波数上の繰り返し様相を示すもので、一般セルの場合、すべてのサブフレームの
すべての周波数帯域にわたってＣＲＳが伝送される。ＣＲＳパターン情報が明示的に指示
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されないセルは、前記基本パターンに従う。
【０１９３】
　ニュータイプセルは、ＣＲＳ伝送オーバーヘッドを低減するために、一部のサブフレー
ム及び一部の帯域だけでＣＲＳを伝送する。ＣＲＳパターン情報は、ニュータイプセルで
ＣＲＳがどのようなサブフレームのどのような周波数資源を通じて伝送されるかを示す情
報である。ＣＲＳパターン情報は、サブフレーム番号と周波数資源情報とで構成されるこ
とができる。あるいは、ＣＲＳパターンをインデキシングした後、インデックス番号を使
用することもできる。
【０１９４】
　次の表１は、ＣＲＳパターンインデックスの例を示すものである。
【０１９５】
【表１】

【０１９６】
　ニュータイプセルが使用される初期には、ＣＲＳパターンの種類が多様ではない。ＣＲ
Ｓパターンが１つだけ定義されている間には、ＣＲＳパターン情報を別に明示しないとし
ても、任意のセルがニュータイプセルであることを把握するだけで、どんなパターンを使
用しなければならないかを把握することができる。
【０１９７】
　任意のキャリアで、一部は、一般セルであり、一部は、ニュータイプセルであってもよ
い。この場合、ニュータイプセルのＰＣＩを明示的に指示する。ニュータイプセルのＰＣ
Ｉを連続的に割り当てた場合、複数のニュータイプセルが存在するとき、範囲を指示する
ことによって、情報の量を低減することができる。例えば、ニュータイプセルＰＣＩ範囲
情報を一番目のＰＣＩと個数で構成することができる。
【０１９８】
　ニュータイプセル情報にＰＣＩ情報が存在しなければ、当該キャリアのすべてのセルが
ニュータイプセルであることを示す。
【０１９９】
　端末は、測定対象に対して測定を行い、測定された値を所定の基準値と比較する動作を
行う。この際、測定された値にオフセットを加減することによって、測定報告発生条件を
調整することができる。特に、ニュータイプセルの下向きリンク伝送出力が一般セルに比
べて低い場合、負のオフセットを設定することによって、一般セルの測定結果とニュータ
イプセルの測定結果を公正な条件下で比較することができる。
【０２００】
　ニュータイプセルに対しては、一般セルとは異なるＳＣｅｌｌ測定周期を適用する必要
があり得る。一般セルは、すべてのサブフレームでＣＲＳが伝送されるが、ニュータイプ
セルでは、一部のサブフレームだけでＣＲＳが伝送されるからである。ニュータイプセル
を含む測定対象に対して第１ＳＣｅｌｌ測定周期と第２ＳＣｅｌｌ測定周期という２つの
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ＳＣｅｌｌ測定周期が設定されることができ、端末は、下記のようにＳＣｅｌｌ測定周期
を適用する。
【０２０１】
－第１ＳＣｅｌｌ測定周期と第２ＳＣｅｌｌ測定周期がすべてシグナリングされる場合、
一般セルに対しては、第１ＳＣｅｌｌ測定周期を適用し、ニュータイプセルに対しては、
第２ＳＣｅｌｌ測定周期を適用する。
－第１ＳＣｅｌｌ測定周期だけがシグナリングされる場合（すなわちニュータイプセル関
連情報に第２ＳＣｅｌｌ測定周期が含まれていない場合）、一般セルとニュータイプセル
に対して共に第１ＳＣｅｌｌ測定周期を適用する。あるいは、第２ＳＣｅｌｌ測定周期と
して第１ＳＣｅｌｌ測定周期を使用する。
【０２０２】
　測定設定メッセージを受信した端末は、１４２５段階で、測定対象に対して測定を行う
。具体的に、測定対象のセルのうち一般セル１４３０を測定するにあたって、所定のＣＲ
Ｓパターン、例えばパターン０を適用する（１４３５）。測定対象のセルのうちニュータ
イプセル１４４０を測定するにあたっては、指示されたさらに他のＣＲＳパターン、例え
ばパターン１を適用して測定を行う（１４４５）。
【０２０３】
　ここで、パターン１を適用するということは、ＣＲＳがパターン１によって特定される
所定のサブフレームの所定の周波数資源を通じて伝送されることを認知し、当該時間／周
波数だけでＣＲＳを測定することを意味する。
【０２０４】
　端末は、測定結果が所定の条件を満足すれば、基地局に測定結果報告メッセージを伝送
し（１４５０）、基地局は、報告を受けた測定結果を参照してＲＲＭ関連意思決断を出す
（１４５５）。
【０２０５】
　図１５は、ＣＲＳパターンと関連した端末動作を示す図である。
【０２０６】
　図１５を参照すれば、１５０５段階で、端末は、基地局から測定対象情報を含む制御メ
ッセージを受信する。
【０２０７】
　１５１０段階で、端末は、測定対象に対する測定を行う必要があるか否かを検査し、必
要であれば、１５１５段階に移行し、必要ではなければ、必要になるまで待機する。任意
の測定対象に対する測定は、所定の条件が充足される場合にのみ行う。例えば、測定対象
がサービング周波数（あるいはサービングキャリア）ではなければ、サービングセルのチ
ャネル品質が所定の基準以下に劣化する場合にのみ測定が行われることができる。
【０２０８】
　１５１５段階で、端末は、測定対象情報にニュータイプセル関連情報が含まれているか
否かを検査する。ニュータイプセル関連情報というのは、当該キャリアにニュータイプセ
ルが存在するか否かを示す情報、ニュータイプセルＰＣＩ情報、ニュータイプセルＣＲＳ
パターン情報のうち少なくとも１つを意味する。
【０２０９】
　ニュータイプセル関連情報が含まれていなければ、端末は、１５２０段階に移行し、測
定対象のすべてのセルに対して、あるいは測定対象キャリアのすべてのＰＣＩに対して、
所定のＣＲＳパターン、例えばＣＲＳパターン＃０を適用して測定を行う。
【０２１０】
　ニュータイプセル関連情報が含まれていた場合は、端末は、１５２５段階に移行し、ニ
ュータイプセルＰＣＩ情報が含まれているか否かを検査する。含まれていた場合は、１５
３５段階に、含まれていなければ、１５３０段階に移行する。
【０２１１】
　１５３０段階で、端末は、測定対象キャリア（あるいは周波数）のすべてのセル（ある
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いはすべてのＰＣＩ）をニュータイプセルとして判断し、１５４０段階に移行する。
【０２１２】
　１５３５段階で、端末は、測定対象キャリアのセルのうちＰＣＩ情報によって特定され
るセルをニュータイプセルとして判断し、残りのセルは、一般セルとして判断する。次い
で、１５４０段階に移行する。
【０２１３】
　１５４０段階で、端末は、ＣＲＳパターン情報が含まれているか否かを検査する。ＣＲ
Ｓパターン情報が含まれていた場合は、１５５０段階に、含まれていない場合は、１５４
５段階に移行する。
【０２１４】
　１５４５段階で、端末は、一般セルに対しては、所定のＣＲＳパターン、例えばＣＲＳ
パターン＃０を適用して測定を行い、ニュータイプセルに対しては、さらに他の所定のＣ
ＲＳパターン、例えばＣＲＳパターン＃１を適用して測定を行う。
【０２１５】
　１５５０段階で、端末は、一般セルに対しては、所定のＣＲＳパターン、例えばＣＲＳ
パターン＃０を適用して測定を行い、ニュータイプセルに対しては、明示的に指示された
ＣＲＳパターンを適用して測定を行う。
【０２１６】
　図１４および図１５で測定する信号としてＣＲＳを例示したが、他の基準信号、例えば
ＣＳＩ－ＲＳ（Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｔａｔｅ　Ｉｎｄｉｃａｔｉｏｎ－Ｒｅｆｅｒｅｎｃ
ｅ　Ｓｉｇｎａｌ）を利用して測定を行うことができる。この場合、一般セルに対しては
、ＣＲＳパターン＃０を適用し、ニュータイプセルに対しては、所定のパターンを有する
ＣＳＩ－ＲＳを利用して測定を行うことができる。あるいは、一般セルとニュータイプセ
ルは、いずれもＣＳＩ－ＲＳを利用して測定を行うが、それぞれ異なるパターンを適用す
ることもできる。
【０２１７】
　図１６は、測定周期を決定する端末の動作を示す図である。
【０２１８】
　図１６の１６０５段階と１６１０段階は、図１５の１５０５段階と１５１０段階と同一
である。
【０２１９】
　１６１５段階で、端末は、測定対象情報にニュータイプセル関連情報が含まれているか
否かを検査する。ニュータイプセル関連情報というのは、当該キャリアにニュータイプセ
ルが存在するかを示す情報、ニュータイプセルＰＣＩ情報、ニュータイプセルＣＲＳパタ
ーン情報のうち少なくとも１つを意味する。
【０２２０】
　ニュータイプセル関連情報が含まれていなければ、端末は、１６２０段階に移行し、従
来技術によって測定周期を判断する。ニュータイプセル関連情報が含まれていたら、端末
は、１６２５段階に移行する。
【０２２１】
　１６２５段階で、端末は、測定対象キャリアがサービング周波数であるか否かを検査す
る。言い替えれば、測定対象キャリアにサービングセルが設定されているか否かを検査す
る。サービング周波数なら、１６３０段階に、サービング周波数ではなければ、１６４５
段階に移行する。
【０２２２】
　１６３０段階で、端末は、測定対象キャリアに設定されたサービングセルの状態を検査
し、活性化状態なら１６４０段階に移行し、不活性化状態なら１６３５段階に移行する。
【０２２３】
　ＳＣｅｌｌの活性化／不活性化は、ＭＡＣ階層の制御メッセージやタイマーによって決
定され、端末は、不活性化状態のサービングセルに対しては、スケジューリングチャネル
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受信やデータ受信をせず、バッテリー消耗を最小化する。
【０２２４】
　１６３５段階で、端末は、ＳＣｅｌｌ測定周期２とＤＲＸ周期を参照して測定周期を決
定する。さらに詳しく説明すれば、端末は、ＤＲＸ周期とＳＣｅｌｌ測定周期２のうち大
きい値として決定する。ＳＣｅｌｌ測定周期２は、シグナリングされず、ＳＣｅｌｌ測定
周期１だけが設定されていた場合（あるいはシグナリングされたら）、端末は、ＳＣｅｌ
ｌ測定周期１をＳＣｅｌｌ測定周期２として使用する。ＳＣｅｌｌ測定周期１とＳＣｅｌ
ｌ測定周期２がいずれもシグナリングされなかった場合、端末は、ＤＲＸ周期をＳＣｅｌ
ｌ測定周期２として使用する。ＳＣｅｌｌ測定周期１、ＳＣｅｌｌ測定周期２は、いずれ
もシグナリングされず、ＤＲＸも設定されていなければ、端末は、所定の値、例えば４０
ｍｓをＳＣｅｌｌ測定周期２として使用する。
【０２２５】
　１６４０段階で、端末は、ＤＲＸ周期を参照して測定周期を決定する。例えば、ＤＲＸ
周期を測定周期に設定する。ＤＲＸが設定されていなければ、所定の値、例えば４０ｍｓ
を測定周期として使用する。
【０２２６】
　１６４５段階で、端末は、サービング周波数（ＰＣｅｌｌが設定されている周波数とＳ
Ｃｅｌｌが設定されている周波数）を除いた周波数のうち、端末が測定を行う周波数の数
（以下、ノンサービング周波数の数）を考慮して測定周期を決定する。例えば、端末は、
ノンサービング周波数の数に所定の値を乗算したものを測定周期として使用する。あるい
はノンサービング周波数のうち、ニュータイプセルを含む周波数の数にさらに他の所定の
値を乗算したものを測定周期として使用する。
【０２２７】
　図１７は、ニュータイプセルをサービングセルとして追加する端末動作を示す図である
。
【０２２８】
　図１７を参照すれば、１７０５段階で、端末は、ニュータイプサービングセル追加を指
示する制御メッセージを受信する。制御メッセージは、例えば、ＲＲＣ連結再設定メッセ
ージであることができ、当該メッセージに追加されるサービングセルと関連した情報、例
えば、追加されるサービングセルの中心周波数情報、帯域幅情報などが格納される。
【０２２９】
　新しいサービングセルがニュータイプサービングセルなら、これを示す情報も一緒に格
納される。格納される情報は、例えばニュータイプサービングセル指示子、基準サービン
グセル識別子などになることができる。基準サービングセルというのは、ニュータイプセ
ルにフレーム同期とＳＦＮを提供するサービングセルを意味する。基準サービングセル識
別子が含まれていない場合、ＰＣｅｌｌを基準サービングセルとして設定する。
【０２３０】
　１７１０段階で、端末は、新しいサービングセルから下向きリンク信号を受信し、上向
きリンク信号を伝送するように物理階層とＭＡＣ階層などを設定し、新しいサービングセ
ルを不活性化状態で設定する。端末は、新しく追加されたサービングセルの活性化を指示
するＭＡＣ制御情報が受信されるまで待機する。
【０２３１】
　１７１５段階で、活性化命令を受信すると、端末は、１７２０段階に移行し、サービン
グセルを活性化状態で設定する。任意のサービングセルが活性化状態というのは、当該サ
ービングセルから下向きリンク信号を受信し、上向きリンク信号を伝送することを意味す
る。また、端末は、活性化状態のサービングセルに対するチャネル品質情報などを基地局
に周期的に伝送する。また、端末は、活性化状態のサービングセルに対するスケジューリ
ング発生可否を監視する。
【０２３２】
　端末は、活性化状態のサービングセルに対して前記必要な動作を行いながら、サービン
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グセルの不活性化条件が充足されるかを検査する（１７２５）。不活性化条件としては、
下記のようなものがある。
－当該サービングセルに対する不活性化を指示するＭＡＣ制御情報を受信するか
－当該サービングセルの不活性化タイマーが満了するか
－ニュータイプサービングセルの基準サービングセルの不活性化を指示するＭＡＣ制御情
報を受信するか
－ニュータイプサービングセルの基準サービングセルの不活性化タイマーが満了する。
【０２３３】
　不活性化タイマーは、任意のサービングセルが長時間活性化状態を維持することを防止
するためのものであって、サービングセル別に駆動する。端末は、任意の活性化状態のサ
ービングセルが活性化されると、不活性化タイマーの駆動を開始し、サービングセルに対
するスケジューリング情報（ＤＬ　ａｓｓｉｇｎｍｅｎｔ／ＵＬ　ｇｒａｎｔ）が受信さ
れると、タイマーを再駆動する。任意のサービングセルに対する不活性化タイマーが満了
することは、当該サービングセルに対して所定の期間の間にスケジューリングが行われな
かったことを意味し、端末は、当該サービングセルを不活性化させる。
【０２３４】
　ニュータイプサービングセルの場合、基準サービングセルが不活性化されると、フレー
ムタイミングを維持しにくくなるので、基準サービングセルが不活性化された場合は、ニ
ュータイプサービングセルを不活性化することが好ましい。
【０２３５】
　図１８は、本発明の実施例による端末の構成を示すブロック図である。
【０２３６】
　図１８を参照すれば、本発明の実施例による端末は、送受信部１８０５、制御部１８１
０、多重化及び逆多重化部１８１５、制御メッセージ処理部１８３０、各種上位階層処理
部１８２０、１８２５、ＰＷＳ処理処置１８３７を含む。
【０２３７】
　前記送受信部１８０５は、サービングセルの下向きリンクチャネルでデータ及び所定の
制御信号を受信し、上向きリンクチャネルでデータ及び所定の制御信号を伝送する。多数
のサービングセルが設定された場合、送受信部１８０５は、多数のサービングセルを通じ
たデータ送受信及び制御信号送受信を行う。
【０２３８】
　多重化及び逆多重化部１８１５は、上位階層処理部１８２０、１８２５や制御メッセー
ジ処理部１８３０で発生したデータを多重化するか、送受信部１８０５で受信されたデー
タを逆多重化し、適切な上位階層処理部１８２０、１８２５や制御メッセージ処理部１８
３０に伝達する役目をする。
【０２３９】
　制御メッセージ処理部１８３０は、ＲＲＣ階層装置であり、基地局から受信された制御
メッセージを処理して必要な動作を取る。例えば、ＲＲＣ制御メッセージを受信し、ＰＨ
Ｒ関連情報、ニュータイプセル関連情報などを制御部に伝達し、ＰＷＳシステム情報をＰ
ＷＳ処理装置に伝達する。
【０２４０】
　上位階層処理部１８２０、１８２５は、サービス別に構成されることができる。ＦＴＰ
（Ｆｉｌｅ　Ｔｒａｎｓｆｅｒ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）やＶｏＩＰ（Ｖｏｉｃｅ　ｏｖｅｒ
　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ）などのようなユーザサービスで発生するデータ
を処理し、多重化及び逆多重化部１８１５に伝達するか、または多重化及び逆多重化部１
８１５から伝達したデータを処理し、上位階層のサービスアプリケーションに伝達する。
【０２４１】
　制御部１８１０は、送受信部１８０５を通じて受信されたスケジューリング命令、例え
ば逆方向グラントを確認し、適切な時点に適切な伝送資源で逆方向伝送が行われるように
送受信部１８０５と多重化及び逆多重化部１８１５を制御する。制御部１８１０は、また
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、ＰＨ報告のための諸手続、ＰＷＳメッセージ受信のための諸手続、ニュータイプセルと
関連した諸手続を総括する。より具体的に、図６、図７、図８、図９、図１０、図１１、
図１２、図１３、図１４、図１５、図１６、図１７などに示されている端末動作関連必要
な制御動作を行う。
【０２４２】
　ＰＷＳ処理処置１８３７は、制御部１８１０の制御によってＰＷＳ関連システム情報を
廃棄するか、またはユーザインターフェースに伝達する。
【０２４３】
　図１９は、本発明の実施例による基地局の構成を示すブロック図である。図１９を参照
すれば、本発明の実施例による基地局は、送受信部１９０５、制御部１９１０、多重化及
び逆多重化部１９２０、制御メッセージ処理部１９３５、各種上位階層処理部１９２５、
１９３０、スケジューラ１９１５、ＰＷＳ処理処置１９３７を含む。
【０２４４】
　送受信部１９０５は、順方向キャリアでデータ及び所定の制御信号を伝送し、逆方向キ
ャリアでデータ及び所定の制御信号を受信する。多数のキャリアが設定された場合、送受
信部１９０５は、多数のキャリアでデータ送受信及び制御信号送受信を行う。
【０２４５】
　多重化及び逆多重化部１９２０は、上位階層処理部１９２５、１９３０や制御メッセー
ジ処理部１９３５で発生したデータを多重化するか、または送受信部１９０５で受信され
たデータを逆多重化し、適切な上位階層処理部１９２５、１９３０や制御メッセージ処理
部１９３５、あるいは制御部１９１０に伝達する役目をする。制御メッセージ処理部１９
３５は、端末が伝送した制御メッセージを処理して必要な動作を取るか、または端末に伝
達する制御メッセージを生成し、下位階層に伝達する。
【０２４６】
　上位階層処理部１９２５、１９３０は、ベアラー別に構成されることができ、Ｓ－ＧＷ
あるいはさらに他の基地局に伝達されたデータをＲＬＣ　ＰＤＵで構成し、多重化及び逆
多重化部１９２０に伝達するか、または多重化及び逆多重化部１９２０から伝達されたＲ
ＬＣ　ＰＤＵをＰＤＣＰ　ＳＤＵで構成し、Ｓ－ＧＷあるいは他の基地局に伝達する。
【０２４７】
　スケジューラ１９１５は、端末のバッファー状態、チャネル状態などを考慮して端末に
適切な時点に伝送資源を割り当てて、送受信部１９０５に端末が伝送した信号を処理する
か、端末に信号を伝送するように処理する。ＰＷＳ処理装置１９３７は、ＰＷＳサーバー
が伝達したＰＷＳメッセージの伝送と関連した動作を行う。
【０２４８】
　制御部１９１０は、また、ＳＣｅｌｌ設定のための諸手続、ＲＲＣ連結設定と関連した
諸手続、ハンドオーバーと関連した諸手続などを総括する。より具体的に、図６、図７、
図１１、図１２、図１３、図１４、図１５、図１６、図１７などに示されている端末動作
関連基地局が行わなければならない動作及び図１９に示されている基地局動作に必要な制
御動作を行う。
【０２４９】
　制御部１９１０は、また、ＰＨ報告のための諸手続、ＰＷＳメッセージ受信のための諸
手続、ニュータイプセルと関連した諸手続を総括する。より具体的に、図６、図７、図８
、図９、図１０、図１１、図１２、図１３、図１４、図１５、図１６、図１７などに示さ
れている端末動作関連基地局が行わなければならない動作及び図１９に示されている基地
局動作に必要な制御動作を行う。
【０２５０】
　以下、本発明のさらに他の実施例を説明する。下記発明は、互いに異なる最大伝送電力
の値を有する複数個のパワーアンプで構成された伝送構造で端末機のパワー設定方法及び
装置に関する。本発明は、無線通信システムに関し、より詳細には、ＬＴＥ（Ｌｏｎｇ　
Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ）システムで、複数個の異なる周波数バンドに存在する搬
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送波間の搬送波集積（Ｃａｒｒｉｅｒ　Ａｇｇｒｅｇａｔｉｏｎ、以下、ＣＡという）技
術を使用する場合、互いに異なる最大伝送電力の値を有する複数個のパワーアンプで構成
された伝送構造で伝送パワーを設定する方法に関する。
【０２５１】
　図２０～図２２は、互いに周波数帯域が遠く離れている異なる周波数バンド内にある搬
送波をまとめて搬送波集積をする場合の端末構造の一実施例を示す図である。
【０２５２】
　図２０のＴｙｐｅ　Ａから分かるように、Ｒｅｌ－１０までは、１つのバンド内にある
周波数に対する搬送波集積だけが可能であり、端末構造内に１つのパワーアンプだけが存
在すればよい。したがって、前記のＴｙｐｅ　Ａのような場合は、端末の最大伝送パワー
と端末のパワーアンプの最大伝送パワーは同じ値になる。
【０２５３】
　しかし、図２１のＴｙｐｅ　Ｄ１と図２２のＴｙｐｅ　Ｄ２のようにそれぞれ異なる別
途のバンドでのデータ伝送を支援する場合、このためにそれぞれの周波数に対してそれぞ
れ異なるパワーアンプ（図面上のＲＦＰＡ）を使用して信号を増幅するようになる。した
がって、前記のようなＴｙｐｅ　Ｄ１とＴｙｐｅ　Ｄ２では、前記端末の最大伝送パワー
と端末のパワーアンプの最大伝送パワーは同じ値ではなく、このような状況自体が既存の
Ｒｅｌ－１０までは発生しないので、これを解決して、基地局が端末の各搬送波別の情報
を正しく把握し、以後にスケジューリングなどの動作に影響がないようにする必要がある
。
【０２５４】
　したがって、本発明は、無線移動通信システムで搬送波集積記述を使用するにあたって
複数個の異なる周波数バンドに存在する搬送波間のＣＡ技術を使用する場合、互いに異な
るバンドの伝送のために別途のパワーアンプが存在するとき、端末の各パワーアンプが伝
送する値を基地局が把握することができるようにする方法を提供する。
【０２５５】
　具体的に、本発明では、前記問題解決のために下記の３つの実施例を提案する。
【０２５６】
－端末が伝送可能なパワー（Ｐｏｗｅｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍ）を報告するとき（Ｐｏｗｅ
ｒＨｅａｄｒｏｏｍ　Ｒｅｐｏｒｔ、ＰＨＲ）、各ＣＣ別に別途に報告し、報告時にそれ
ぞれのＣＣと関連あるパワーアンプの値によってＰＨＲを伝送
【０２５７】
：ＰＨＲは、元々端末の最大伝送パワーと現在使われている伝送パワーの差を報告するも
のであるが、本発明では、端末の最大伝送パワーの代わりに各ＣＣの伝送パワー値を使用
してＰｏｗｅｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍを計算。
【０２５８】
－端末機が明示的にセル別にまたは周波数別にまたは周波数バンド別に実質的な当該最大
伝送パワー値を基地局にシグナリングし、基地局がこの情報を基盤として上向きリンクス
ケジューリング
【０２５９】
－もし端末の全体伝送パワーが最大伝送パワーを超過する場合、伝送パワーを各パワーア
ンプの伝送パワーの比率だけスケーリングダウンして伝送パワーを調節して伝送
【０２６０】
　上記のような本発明の実施例によれば、端末が複数個の互いに異なる最大伝送パワー値
を有するパワーアンプを有する場合にも、各最大伝送パワーに合わせて基地局からスケジ
ューリングを受けるか、データ伝送を行うことができ、正確で且つ効率的な資源活用が可
能である。
【０２６１】
　図２３は、複数のパワーアンプの最大伝送パワーが互いに異なる場合の実施例１で端末
と基地局がメッセージを取り交わす過程を示す図である。
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【０２６２】
　図２３で、端末２３０１は、複数個のＣＣを有している基地局２３０９に接続している
状態にある。端末２３０１が基地局２３０９に接続した後、端末２３０１が保有した能力
によって基地局２３０９は、当該端末２３０１に無線資源制御（Ｒａｄｉｏ　Ｒｅｓｏｕ
ｒｃｅ　Ｃｏｎｔｒｏｌ、以下、ＲＲＣという）階層のメッセージを使用して、端末に複
数個のＣＣを設定することができるように設定する（２３１１）。
【０２６３】
　すなわち、例えば、端末２３０１がＣＡ機能を支援し、基地局２３０９が保有している
周波数帯域を支援する場合に限って、基地局２３０９は、端末２３０１にＣＡを使用する
ように設定する。本発明では、説明の便宜のために、ＳＣｅｌｌ　１　２３０５とＳＣｅ
ｌｌ　２　２３０３を追加に端末２３０１に設定した場合を仮定し、ＳＣｅｌｌ　１は、
ＰＣｅｌｌと同じ周波数バンド内の他の周波数であり、ＳＣｅｌｌ　２は、ＰＣｅｌｌと
異なる周波数バンド内の他の周波数であることを仮定する。
【０２６４】
　その後、基地局２３０９は、端末２３０１に設定されたＣＣを活性化するために、端末
２３０１にＭＡＣ階層のメッセージであるＡｃｔｉｖａｔｉｏｎ／Ｄｅａｃｔｉｖａｔｉ
ｏｎ　ＭＡＣ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｅｌｅｍｅｎｔ（ＣＥ）を使用して、２３１１段階で設
定されたＳＣｅｌｌのうちどんなＳＣｅｌｌを活性化するかを通知する。本例示図面では
、ＳＣｅｌｌ　１とＳＣｅｌｌ　２をすべて活性化させる場合を仮定する。これを受信し
た端末２３０１は、活性化を命令されたＳＣｅｌｌを活性化させる（２３１３）。
【０２６５】
　その後、端末２３０１は、基地局２３０９に下記の既存に定められた条件によって端末
２３０１が伝送することができる最大伝送パワーと、現在活性化されたサービングセル別
の上向きリンク伝送のために測定したパワー値の差を報告し、これをＰｏｗｅｒ　Ｈｅａ
ｄｒｏｏｍ　Ｒｅｐｏｒｔ（ＰＨＲ）という。ＰＨＲ報告時には、ＭＡＣ階層のＰｏｗｅ
ｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍ　ＭＡＣＣＥを使用するか、Ｅｘｔｅｎｄｅｄ　Ｐｏｗｅｒ　Ｈｅ
ａｄｒｏｏｍ　ＭＡＣＣＥを使用して報告することができるし、Ｅｘｔｅｎｄｅｄ　Ｐｏ
ｗｅｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍ　ＭＡＣＣＥには、各ＣＣ別の最大伝送パワーＰＣＭＡＸ、ｃ

及び前記説明した各ＣＣ別の最大伝送パワーと当該ＣＣの上向きリンク伝送のために測定
したパワー値の差であるパワーヘッドルーム（Ｐｏｗｅｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍ、ＰＨ）値
がそれぞれ報告されることができる。
【０２６６】
　前述したように、ＰＨＲが伝送される条件は、次の通りであり、いずれか１つでも満足
させれば（２３２１）、端末２３０１は、ＰＨＲを生成して（２３２３）伝送する（２３
２５）。
【０２６７】
－端末２３０１の内部に作動するタイマーｐｒｏｈｉｂｉｔＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒが満了し
た場合に、活性化された１つ以上のサービングセルで信号減衰が以前ＰＨＲ報告時よりｄ
ｌ－ＰａｔｈｌｏｓｓＣｈａｎｇｅ　ｄＢだけ変化時
－端末２３０１の内部で作動するタイマーｐｅｒｉｏｄｉｃＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒの満了時
－上位階層（ＲＲＣ階層）でＰＨＲ報告する設定を変更したとき
－設定された上向きリンクが活性化された場合
【０２６８】
　この際、現在端末２３０１は、複数個の周波数バンドにわたっているＣＣに対してＣＡ
をしており（ｉｎｔｅｒ－ｂａｎｄｎｏｎ－ｃｏｎｔｉｇｕｏｕｓ　ＣＡ）、互いに異な
る周波数バンドを使用するＣＣのデータ伝送のために異なる最大伝送パワーを有するパワ
ーアンプを使用している状況を仮定する。したがって、端末２３０１は、ＰＨＲを報告す
るとき、各ＣＣ別のＰＨＲを報告し、この際、各パワーアンプが有する最大伝送パワーを
考慮してＰＨＲ値を生成する（２３２３）。
【０２６９】
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　例えば、既存では、ｉｎｔｅｒ－ｂａｎｄ　ｎｏｎ－ｃｏｎｔｉｇｕｏｕｓ　ＣＡのた
めにＰＨＲを計算するときに使用される端末のＣＣ別の最大伝送パワーＰＣＭＡＸ、ｃ値
を計算するとき、端末別の最大伝送パワーを使用して計算した。次の表２は、現在３ＧＰ
Ｐ　ＴＳ　３６．１０１規格に定義されている端末のＣＣ別の最大伝送パワーＰＣＭＡＸ

、ｃ値を計算する方法に関する数式である。本発明で論議するｉｎｔｅｒ－ｂａｎｄｎｏ
ｎ－ｃｏｎｔｉｇｕｏｕｓ　ＣＡの場合、端末全体の最大伝送パワー（ＰＰｏｗｅｒＣｌ

ａｓｓ）を使用して計算することが分かる。
【０２７０】
【表２】

【０２７１】
　しかし、本発明では、端末２３０１がＰＨＲを計算するために端末２３０１のＣＣ別の
最大伝送パワーを導出するとき、端末２３０１全体の最大伝送パワーＰＰｏｗｅｒＣｌａ

ｓｓを使用する代わりに、端末２３０１の周波数が属する周波数バンドに対応するパワー
アンプの最大伝送パワーを使用することを提案する。
【０２７２】
　上記内容をより詳しく説明すれば、次の通りである。図２３の例示のように、ＳＣｅｌ
ｌ　１　２３０５とＳＣｅｌｌ　２　２３０３が互いに異なる周波数バンドに含まれてお
り、ＳＣｅｌｌ　１　２３０５の上向きリンクとＳｃｅｌｌ　２　２３０３の上向きリン
ク伝送のための伝送構造がそれぞれ異なるパワーアンプを通じて伝送され（例えば、ＳＣ
ｅｌｌ　１　２３０５の上向きリンク伝送は、ＲＦ＃１（ｗｉｔｈ　ＰＡ（Ｐｏｗｅｒ　
Ａｍｐ）＃１）で伝送し、ＳＣｅｌｌ　２　２３０３の上向きリンク伝送は、ＲＦ＃２（
ｗｉｔｈ　ＰＡ＃２）で伝送する場合）、ＰＡ＃１の最大伝送パワー値が２０ｄＢｍであ
り、ＰＡ＃２の最大伝送パワー値が２３ｄＢｍであると仮定すれば、ＳＣｅｌｌ　１　２
３０５の最大伝送パワーを計算するにあたって、ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓ値にＳＣｅｌｌ
　１　２３０５に対する最大伝送値である（ＳＣｅｌｌ　１　２３０５に対するＰＡ＃１
の最大伝送パワー）２０ｄＢｍが適用されなければならず、一方、ＳＣｅｌｌ　２　２３
０３の最大伝送パワーを計算するにあたって、ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓ値にＳＣｅｌｌ　
２　２３０３に対する最大伝送値である（ＳＣｅｌｌ　２　２３０３に対するＰＡ＃２の
最大伝送パワー）２３ｄＢｍを適用しなければならない。
【０２７３】
　すなわち前記の例では、端末２３０１の最大伝送パワー（例えば２３ｄＢｍ）ではなく
、当該サービングセルに対する最大伝送パワー値（すなわち当該サービングセルにマッピ
ングされるパワーアンプの最大伝送パワー値）がＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓ値として使用さ
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れなければならない。
【０２７４】
　以上で説明したように、ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓ値を変更すれば、複数個のパワーアン
プを有する伝送構造でもしパワーアンプの最大伝送パワーが異なるとしても、端末機がＥ
ｘｔｅｎｄｅｄ　Ｐｏｗｅｒ　Ｈｅａｄｒｏｏｍ　ＭＡＣ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｅｌｅｍｅ
ｎｔで報告するＰＣＭＡＸ、ｃ情報に実質的に当該サービングセルｃに対するパワーアン
プの最大伝送パワー値が反映されるので、誤動作のない動作を行うことができる。
【０２７５】
　以上の過程を通じて、端末２３０１は、各ＣＣ別のパワーアンプの最大伝送パワーが反
映されたＰＣＭＡＸ、ｃ値とＰＨ値を含むＰＨＲを伝送する（２３２５）。これを受信し
た基地局２３０９は、端末２３０１の各ＣＣ別のパワーアンプの最大伝送パワー及びどれ
だけのパワーが可用であるかを正確に把握することができ、これにより、端末２３０１に
上向きリンクスケジューリングを行い（２３２７）、データを受信する（２３３１）。
【０２７６】
　図２４は、複数のパワーアンプの最大伝送パワーが互いに異なる場合の本発明による実
施例１で端末の動作手続を示す図である。
【０２７７】
　図２４を参照すれば、端末は、基地局に接続を試みて成功し、基地局と連結状態にある
（２４０３）。その後、端末は、端末の能力によって基地局からＣＡを設定され、その後
、設定されたＣＣに対して活性化命令を受けて、当該ＣＣを活性化させる（２４０５）。
【０２７８】
　その後、端末は、ＰＨＲ伝送条件が満足するか否かを検査する（２４０９）。ＰＨＲ伝
送条件には、次のような条件があり、いずれか１つでも満足する場合には、ＰＨＲを伝送
しなければならない。
【０２７９】
－端末機の内部で作動するタイマーｐｒｏｈｉｂｉｔＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒが満了した場合
に、活性化された１つ以上のサービングセルで信号減衰が以前ＰＨＲ報告時よりｄｌ－Ｐ
ａｔｈｌｏｓｓＣｈａｎｇｅ　ｄＢだけ変化時
－端末機の内部に作動するタイマーｐｅｒｉｏｄｉｃＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒの満了時
－上位階層（ＲＲＣ階層）でＰＨＲ報告する設定を変更したとき
－設定された上向きリンクが活性化された場合
【０２８０】
　前記の条件のうちいずれか１つでも満足される場合には、端末が複数個のＰＡを保有す
るかによってＰＨＲに伝送する値を設定する（２４１１）。
【０２８１】
　すなわち、もし端末が複数個のＰＡを保有していない場合については、図５で説明した
ように、端末のＣＣ別の最大伝送パワーＰＣＭＡＸ、ｃ値を決定するとき、ＣＣ別の最大
伝送パワーがパワーアンプの最大伝送パワー値と同一なので、端末の最大伝送パワー値Ｐ

ＰｏｗｅｒＣｌａｓｓ値をそのまま使用して端末のＣＣ別の最大伝送パワーＰＣＭＡＸ、

ｃ値を計算する（２４１３）。
【０２８２】
　しかし、もし本発明で考慮するように、端末が複数個のＰＡを保有している場合には、
端末がＰＨＲを計算するために前記の端末のＣＣ別の最大伝送パワーを導出するとき、端
末全体の最大伝送パワーＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓを使用する代わりに、端末の周波数バン
ド別のパワーアンプの最大伝送パワーを使用して計算する（２４１５）。
【０２８３】
　端末は、以後前記の過程を通じて計算された値を含むＰＨＲを基地局に伝送し（２４１
７）、データ送受信を行う（２４０７）。
【０２８４】
　図２５は、複数のパワーアンプの最大伝送パワーが互いに異なる場合に対する実施例２
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によって端末と基地局がメッセージを取り交わす過程を示す図である。
【０２８５】
　図２５で、端末２５０１は、複数個のＣＣを有している基地局２５０９に接続している
状態にある。
【０２８６】
　端末２５０１が基地局２５０９に接続し、基地局２５０９またはネットワークが端末２
５０１の能力を知らない場合に、本発明では、セル別に、周波数別に、あるいは周波数バ
ンド別に実質的な当該最大伝送パワー値を伝送する（２５１１）。
【０２８７】
　例えば、本発明では、説明の便宜のために端末２５０１が２つの周波数バンドを使用す
るものと仮定して、１つの周波数バンドは、ＰＣｅｌｌ　２５０７とＳＣｅｌｌ　１　２
５０３によって使用され、他の限り周波数バンドは、ＳＣｅｌｌ　２　２５０５によって
使用される場合を仮定する。この場合、端末２５０１は、ＰＣｅｌｌ　２５０７とＳＣｅ
ｌｌ　１　２５０３のためのＰＡ＃１とＳＣｅｌｌ　２　２５０５のためのＰＡ＃２を有
し、ＰＡ＃１の最大伝送パワー値であるＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓが２０ｄＢｍであり、Ｐ
Ａ＃２の最大伝送パワー値ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓが２３ｄＢｍであって、互いに異なる
場合を仮定する。
【０２８８】
　したがって、この場合について、本発明では、端末２５０１がＰＡ＃１に連関されてい
るＰＣｅｌｌ　２５０７とＳＣｅｌｌ　１　２５０３に対しては、実質的な当該最大伝送
パワー値が２０ｄＢｍであることを基地局２５０９に通知し、ＳＣｅｌｌ　２　２５０５
に対しては、実質的な当該最大伝送パワー値が２３ｄＢｍであることを基地局２５０９に
２５１１段階を経て通知する。この際、端末２５０１がサービングセル別に当該最大伝送
パワー値を基地局２５０９にシグナリングすることを一例として説明したが、周波数別に
シグナリングするか、周波数バンド別にシグナリングすることもできる。
【０２８９】
　その後、端末２５０１が保有した能力によって基地局２５０９は、当該端末２５０１に
ＲＲＣ階層のメッセージを使用して複数個のＣＣを設定する（２５１３）。すなわち、例
えば、端末２５０１がＣＡ機能を支援し、基地局２５０９が保有している周波数帯域を支
援する場合に限って、基地局２５０９は、端末２５０１にＣＡを使用するように設定する
。
【０２９０】
　その後、基地局２５０９は、端末２５０１に設定されたＣＣを活性化するために、端末
２５０１にＭＡＣ階層のメッセージであるＡｃｔｉｖａｔｉｏｎ／Ｄｅａｃｔｉｖａｔｉ
ｏｎ　ＭＡＣ　ＣＥを使用して、２６１３段階で設定されたＳＣｅｌｌ　２５０３、２５
０５のうちいずれかのＳＣｅｌｌを活性化すべきかを通知する。本図面では、ＳＣｅｌｌ
　１　２５０３とＳＣｅｌｌ　２　２５０５を共に活性化させる場合を仮定する。これを
受信した端末は、活性化を命令されたＳＣｅｌｌを活性化させる。
【０２９１】
　その後、端末２５０１は、基地局２５０９に次のような既存に定められたＰＨＲ報告条
件を満足するか否かによって（２５２１）、ＰＨＲを基地局に報告する（２５２３）。Ｐ
ＨＲ報告条件は、次のようにいずれか１つでも満足させれば、端末２５０１は、ＰＨＲを
伝送する。
【０２９２】
－端末２５０１の内部で作動するタイマーｐｒｏｈｉｂｉｔＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒが満了し
た場合に、活性化された１つ以上のサービングセルで信号減衰が以前ＰＨＲ報告時よりｄ
ｌ－ＰａｔｈｌｏｓｓＣｈａｎｇｅ　ｄＢだけ変化時
－端末２５０１の内部に作動するタイマーｐｅｒｉｏｄｉｃＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒの満了時
－上位階層（ＲＲＣ階層）でＰＨＲ報告する設定を変更したとき　
－設定された上向きリンクが活性化された場合
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【０２９３】
　以上のＰＨＲ報告条件によって端末２５０１は、基地局２５０９にＰＨＲを伝送する（
２５２３）。これを受信した基地局２５０９は、２６１１段階で受信したセル別に、周波
数別に、あるいは周波数バンド別に実質的な当該最大伝送パワー値と、２６２３段階で受
信したＰＨＲなどを組み合わせて、端末２５０１に上向きリンクスケジューリングを行う
（２５２５）。
【０２９４】
　すなわち、前述したように、２６１１段階で受信したＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓ値（すな
わち、ＳＣｅｌｌ　１　２５０３に対する実質的最大伝送パワーであるＰＰｏｗｅｒＣｌ

ａｓｓ　２０ｄＢｍ（ＰＡ＃１の最大伝送パワー）、ＳＣｅｌｌ　２　２５０５に対する
実質的最大伝送パワーであるＰＰｏｗｅｒｃｌａｓｓ　２３ｄＢｍ（ＰＡ＃２の最大伝送
パワー））によって、基地局２５０９がＳＣｅｌｌ　１　２５０３の上向きリンク伝送の
ためのスケジューリングをするにあたって、端末２５０１の上向きリンク必要伝送電力が
２０ｄＢｍを超過しないようにして、ＳＣｅｌｌ　２　２５０５の上向きリンク伝送のた
めのスケジューリングをするにあたって、端末２５０１の上向きリンク必要伝送電力が２
３ｄＢｍを超過しないようにする。また、端末２５０１の全体最大伝送電力は、２０ｄＢ
ｍと２３ｄＢｍのうち大きい値である２３ｄＢｍなので、ＳＣｅｌｌ　１　２５０３の上
向きリンク伝送とＳＣｅｌｌ　２　２５０５の上向きリンク伝送を加算し、必要伝送電力
が２３ｄＢｍを超過しないようにスケジューリングすることができる。
【０２９５】
　基地局２５０９は、以上のようにスケジューリングした結果によって端末２５０１に資
源割り当てをして、端末２５０１とデータを送受信することができる（２５３１）。
【０２９６】
　図２６は、本発明によって複数のパワーアンプの最大伝送パワーが互いに異なる場合の
実施例２で端末の動作手続を示す図である。
【０２９７】
　図２６を参照すれば、端末は、基地局に接続を試みて成功し、基地局と連結状態にある
（２７０３）。
【０２９８】
　その後、端末が複数個のＰＡを保有している場合（２６０５）、本発明では、端末がセ
ル別に、周波数別に、あるいは周波数バンド別に実質的な当該最大伝送パワー値を伝送す
る（２６０７）。図２５で説明したように、本例示では、説明の便宜のために端末が２つ
の周波数バンドを使用するものと仮定しながら、１つの周波数バンドは、ＰＣｅｌ　ｌ　
２５０７とＳＣｅｌｌ　１　２５０５によって使用され、他の１つの周波数バンドは、Ｓ
Ｃｅｌｌ　２　２５０３によって使用される場合を仮定する。
【０２９９】
　この場合、端末は、ＰＣｅｌｌとＳＣｅｌｌ　１のためのＰＡ＃１とＳＣｅｌｌ　２の
ためのＰＡ＃２を有し、ＰＡ＃１の最大伝送パワー値であるＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓが２
０ｄＢｍであり、ＰＡ＃２の最大伝送パワー値ＰＰｏｗｅｒＣｌａｓｓが２３ｄＢｍであ
って、互いに異なる場合を仮定する。したがって、この場合に対して、端末は、２６０７
段階で、ＰＡ＃１に連関されているＰＣｅｌｌとＳＣｅｌｌ　１に対しては、実質的な当
該最大伝送パワー値が２０ｄＢｍであることを基地局に伝送し、ＳＣｅｌｌ２に対しては
、実質的な当該最大伝送パワー値が２３ｄＢｍであることを基地局に伝送する。前記では
、端末がサービングセル別に当該最大伝送パワー値を基地局にシグナリングすることを一
例として説明したが、周波数別にシグナリングするか、周波数バンド別にシグナリングす
ることもできる。
【０３００】
　その後、端末は、端末の能力によって基地局からＣＡを設定され、その後、設定された
ＣＣに対して活性化命令を受けて当該ＣＣを活性化させる（２６０９）。
【０３０１】
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　その後、端末は、ＰＨＲ伝送条件が満足するか否かを検査する（２６１３）。ＰＨＲ伝
送条件には、次のような条件があり、端末は、このうちいずれか１つでも満足する場合に
は、ＰＨＲを伝送しなければならない。
【０３０２】
－端末の内部に作動するタイマーｐｒｏｈｉｂｉｔＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒが満了した場合に
、活性化された１つ以上のサービングセルで信号減衰が以前ＰＨＲ報告時よりｄｌ－Ｐａ
ｔｈｌｏｓｓＣｈａｎｇｅ　ｄＢだけ位変化時
－端末の内部に作動するタイマーｐｅｒｉｏｄｉｃＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒの満了時
－上位階層（ＲＲＣ階層）でＰＨＲ報告する設定を変更したとき
－設定された上向きリンクが活性化された場合
【０３０３】
　上記条件のうちいずれか１つでも満足される場合には、端末は、基地局にＰＨＲを伝送
する（２６１５）。その後、端末は、基地局から上向きリンクスケジューリングを受けて
活性化されたＣＣでデータを伝送することができる（２６１１）。
【０３０４】
　図２７は、本発明によって複数のパワーアンプの最大伝送パワーが互いに異なる場合の
実施例３で端末と基地局がメッセージを取り交わす過程を示す図である。
【０３０５】
　図２７で、端末２７０１は、複数個のＣＣを有している基地局２７０９に接続した状態
にある。端末２７０１が基地局２７０９に接続した後、端末２７０１が保有した能力によ
って基地局２７０９は、端末２７０１にＲＲＣ階層のメッセージを使用して複数個のＣＣ
を設定する（２７１１）。
【０３０６】
　すなわち、例えば、端末２７０１がＣＡ機能を支援し、基地局２７０９が保有している
周波数帯域を支援する場合に限って、基地局２７０９は、端末２７０１にＣＡを使用する
ように設定する。本発明では、説明の便宜のために、基地局２７０９がＳＣｅｌｌ　１　
２７０３とＳＣｅｌｌ　２　２７０５を追加に端末２７０１に設定した場合を仮定し、Ｓ
Ｃｅｌｌ　１　２７０３は、ＰＣｅｌｌ　２７０７のような周波数バンド内の他の周波数
であり、ＳＣｅｌｌ　２　２７０５は、ＰＣｅｌｌ　２７０７と異なる周波数バンド内の
他の周波数であることを仮定する。
【０３０７】
　その後、基地局２７０９は、端末２７０１に設定されたＣＣを活性化するために、端末
２７０１にＭＡＣ階層のメッセージであるＡｃｔｉｖａｔｉｏｎ／Ｄｅａｃｔｉｖａｔｉ
ｏｎ　ＭＡＣ　ＣＥを使用して、２７１１段階で設定されたＳＣｅｌｌ　２７０３、２７
０５のうちいずれかのＳＣｅｌｌを活性化すべきかを通知する（２７１３）。本例示図面
では、ＳＣｅｌｌ１　２７０３とＳＣｅｌｌ　２　２７０５を共に活性化させる場合を仮
定する。これを受信した端末２７０１は、活性化を命令されたＳＣｅｌｌを活性化させる
。
【０３０８】
　その後、端末２７０１は、基地局２７０９に次のような既存に定められたＰＨＲ伝送条
件によってＰＨＲを伝送する。ＰＨＲが伝送される条件は、次のようにいずれか１つでも
満足させれば（２７２１）、端末２７０１は、ＰＨＲを伝送する（２７２３）。
【０３０９】
－端末２７０１の内部に作動するタイマーｐｒｏｈｉｂｉｔＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒが満了し
た場合に、活性化された１つ以上のサービングセルで信号減衰が以前ＰＨＲ報告時よりｄ
ｌ－ＰａｔｈｌｏｓｓＣｈａｎｇｅ　ｄＢだけ変化時
－端末２７０１の内部に作動するタイマーｐｅｒｉｏｄｉｃＰＨＲ－Ｔｉｍｅｒの満了時
－上位階層（ＲＲＣ階層）でＰＨＲ報告する設定を変更したとき
－設定された上向きリンクが活性化された場合
その後、基地局２７０９は、受信したＰＨＲ値によって端末２７０１に上向きリンクスケ
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ジューリングを行い、資源割り当てをする（２７３１）。
【０３１０】
　資源割り当てを受信した端末２７０１は、資源割り当て情報によって計算された各ＰＡ
に属する周波数のアップリンク必要伝送パワーの和が当該ＰＡの最大伝送パワーより超過
するか否かをチェックする（２７３３）。２７３３段階で、もし基地局２７０９からの資
源割り当てによって計算された当該周波数のアップリンク必要伝送パワーの和が当該ＰＡ
の最大伝送パワーより超過した場合、当該周波数に対するアップリンク必要伝送パワーを
当該ＰＡの最大伝送パワーより超過しないようにスケーリングダウンする（２７３５）。
スケーリングダウンする一例として、次の数式８を適用することができる。
【０３１１】
【数８】

【０３１２】
　例えば、ＰＣｅｌｌ　２７０７とＳＣｅｌｌ　１　２７０３を担当するＰＡ（ＰＡ＃１
）の最大出力パワーが２０ｄＢｍであり、ＳＣｅｌｌ　２　２７０５を担当するＰＡ（Ｐ
Ａ＃２）の最大出力パワーが２３ｄＢｍであり、基地局２７０９からの資源割り当てに要
求されるＰＣｅｌｌ　２７０７とＳＣｅｌｌ　１　２７０３の伝送パワーの和がＰＡ＃１
２０ｄＢｍを超過する場合、ＰＣｅｌｌ　２７０７とＳＣｅｌｌ　１　２７０３の伝送パ
ワーの和が２０ｄＢｍを超過しないように各伝送パワーをスケーリングダウンする。一例
として、ＰＣｅｌｌ　２７０７では、次の数式９によって実際伝送パワーを決定すること
ができる。
【０３１３】
【数９】

【０３１４】
　また、ＳＣｅｌｌ　１　２７０３では、次の数式１０によって実際伝送パワーを決定す
ることができる。
【０３１５】

【数１０】

【０３１６】
　図２８は、本発明で複数のパワーアンプの最大伝送パワーが互いに異なる場合の実施例
３による端末の動作手続を示す図である。
【０３１７】
　図２８を参照すれば、端末は、基地局に接続を試みて成功し、基地局と連結状態にある
（２８０３）。その後、端末は、端末の能力によって基地局からＣＡを設定され、その後
、設定されたＣＣに対して活性化命令を受けて当該ＣＣを活性化させる（２８０５）。
その後、端末は、基地局にＰＨＲ伝送などの過程を経て基地局から上向きリンクデータ伝
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送のための資源割り当てを受信する（２８０７）。
【０３１８】
　もし受信した資源割り当てによってＣＣ別に要求される伝送パワーが当該ＣＣのＰＣＭ

ＡＸ、ｃを超過した場合は（２８０９）、ＣＣ別に当該ＣＣのＰＣＭＡＸ、ｃを超過しな
いように伝送パワーをスケーリングダウンする（２８１１）。一例として、要求される伝
送パワーがＰＣＭＡＸ、ｃを超過するＣＣに対しては、ＰＣＭＡＸ、ｃ値にスケーリング
ダウンすることができる。
【０３１９】
　もし各ＰＡに該当する周波数の要求伝送パワーの和が（２８１１でパワースケーリング
ダウンされた場合、パワースケーリングダウンされたパワーで計算された和）当該ＰＡの
最大伝送パワーを超過したら（２８１３）、ＰＡ別にＰＡ最大伝送パワーを超過しないよ
うに当該ＰＡに属する周波数に対するアップリンク伝送パワーをスケーリングダウンする
（２８１５）。
【０３２０】
　一例として、ＰＣｅｌｌ、ＳＣｅｌｌ　１、ＳＣｅｌｌ　２が活性化されているとき、
ＰＣｅｌｌとＳＣｅｌｌ　１がＰＡ＃１にマッピングされ、ＳＣｅｌｌ　２がＰＡ＃２に
マッピングされ、ＰＣｅｌｌとＳＣｅｌｌ　１の要求伝送パワーの和がＰＡ＃１の最大伝
送パワーを超過した場合、端末は、ＰＣｅｌｌの伝送パワーを次の数式１１のようにスケ
ーリングダウンする。
【０３２１】
【数１１】

【０３２２】
　また、端末は、ＳＣｅｌｌ１の伝送パワーも上のような方式でスケーリングダウンする
。
【０３２３】
　もしすべての周波数の要求伝送パワーの和が（２８１１段階と２８１５段階でパワース
ケーリングダウンされたら、パワースケーリングダウンされたパワーで計算された和）端
末の最大伝送パワーを超過した場合（２８１７）端末は端末の最大伝送パワーを超過しな
いように各周波数の伝送パワーをパワースケーリングダウンする（２８１９）。
【０３２４】
　一例として、ＰＣｅｌｌ、ＳＣｅｌｌ１、ＳＣｅｌｌ　２が活性化されているとき、Ｐ
ＣｅｌｌとＳＣｅｌｌ　１がＰＡ＃１にマッピングされ、ＳＣｅｌｌ　２がＰＡ＃２にマ
ッピングされ、ＰＣｅｌｌ、ＳＣｅｌｌ　１とＳＣｅｌｌ　２の要求伝送パワーの和が端
末の最大伝送パワーを超過したら（この際、端末の最大伝送パワーは、ＰＡ＃１最大伝送
パワーとＰＡ＃２最大伝送パワーのうち大きい値に設定されることができる）、端末は、
ＰＣｅｌｌの伝送パワーを次の数式１２のようにスケーリングダウンする。
【０３２５】
【数１２】

【０３２６】
　端末は、ＳＣｅｌｌ　１とＳＣｅｌｌ　２の伝送パワーも、上記のような方式でスケー
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リングダウンする。その後、端末は、必要時に以上のような方法で調整された伝送パワー
に割り当てられた資源で上向きリンクデータを伝送する（２８２１）。
【０３２７】
　図２８では、ＣＣ別の最大パワー対比伝送パワー調整→ＰＡ別の最大パワー対比伝送パ
ワー調整→ＵＥ最大パワー対比伝送パワー調整の順に図示し説明したが、上記順序は、変
更して適用することもできる。例えば、ＣＣ別の最大パワー対比伝送パワー調整→ＵＥ最
大パワー対比伝送パワー調整→ＰＡ別の最大パワー対比伝送パワー調整の順に適用するこ
ともできる。
【０３２８】
　図２９は、本発明を適用した端末の構成を示す図である。
【０３２９】
　図２９を参照すれば、端末は、上位階層２９０５とデータなどを送受信し、制御メッセ
ージ処理部２９０７を通じて制御メッセージを送受信する。
【０３３０】
　データ及びメッセージ伝送時に、制御部２９０９の制御によって多重化装置２９０３を
通じて多重化後、送信機２９０１を通じてデータを伝送し、データ及びメッセージ受信時
に、制御部２９０９の制御によって受信機２９０１で物理信号を受信した後、逆多重化装
置２９０３で受信信号を逆多重化し、それぞれメッセージ情報によって上位階層２９０５
あるいは制御メッセージ処理部２９０７に伝達する。
【０３３１】
　図３０は、本発明を適用した基地局の構成を示す図である。
【０３３２】
　図３０を参照すれば、基地局は、上位階層３００５とデータなどを送受信し、制御メッ
セージ処理部３００７を通じて制御メッセージを送受信する。
【０３３３】
　データ及びメッセージ伝送時に、制御部３００９の制御によって多重化装置３００３を
通じて多重化後、送信機３００１を通じてデータを伝送し、受信時に、制御部３００９の
制御によって受信機３００１で物理信号を受信した後、逆多重化装置３００３で受信信号
を逆多重化し、それぞれメッセージ情報によって上位階層３００５あるいは制御メッセー
ジ処理部３００７に伝達する。
【０３３４】
　以上で説明した方法を利用すれば、端末が複数個の互いに異なる最大伝送パワー値を有
するパワーアンプを有する場合にも、各最大伝送パワーに合わせて基地局からスケジュー
リングを受けるか、データ伝送をすることができ、正確で且つ効率的な資源活用が可能で
ある。
【０３３５】
　本発明の属する技術分野における通常の知識を有する者は、本発明がその技術的思想や
必須な特徴を変更することなく、他の具体的な形態で実施されることができることを理解
することができる。したがって、以上で記述した実施例は、すべての面で例示的なもので
あり、限定的なものではないものと理解しなければならない。本発明の範囲は、前記詳細
な説明よりは後述する特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲の意味及び範囲そ
してその均等概念から導出されるすべての変更または変形された形態が、本発明の範囲に
含まれるものと解釈されなければならない。
【０３３６】
　一方、本明細書と図面には、本発明の好ましい実施例について開示し、例として特定用
語が使用されたが、これは、ただ本発明の技術内容を容易に説明し、発明の理解を助ける
ための一般的な意味として使用されたものであって、本発明の範囲を限定しようとするも
のではない。ここに開示された実施例以外にも、本発明の技術的思想に基づく他の変形例
が実施可能であるということは、本発明の属する技術分野における通常の知識を有する者
に自明である。
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【符号の説明】
【０３３７】
１０５、１１０、１１５、１２０　ＥＮＢ
１２５　ＭＭＥ
１３０　Ｓ－ＧＷ
１３５　ユーザ端末
２０５、２４０　ＰＤＣＰ階層
２１０、２３５　ＲＬＣ階層
２１５、２３０　ＭＡＣ階層
２２０、２２５　ＰＨＹ階層
３０５　基地局
３３０　ＵＥ
１８０５　送受信部
１８１０　制御部
１８１５　多重化及び逆多重化部
１８２０、１８２５　上位階層処理部
１８３０　制御メッセージ処理部
１８３７　ＰＷＳ処理処置
１９０５　送受信部
１９１０　制御部
１９１５　スケジューラ
１９２０　多重化及び逆多重化部
１９２５、１９３０　上位階層処理部
１９３７　ＰＷＳ処理処置
２９０１　送受信機
２９０３　多重化及び逆多重化装置
２９０５　上位階層
２９０７　制御メッセージ処理部
２９０９　制御部
２９１１　搬送波集積動作処理部
３００１　送受信機
３００３　多重化及び逆多重化装置
３００５　上位階層
３００７　制御メッセージ処理部
３００９　制御部
３０１１　搬送波集積動作処理部
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【図１９】 【図２０】



(48) JP 6445094 B2 2018.12.26
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【図２３】 【図２４】
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【図２５】 【図２６】
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【図２９】 【図３０】
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